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         概要 

現在の廃棄物処分に関する様々な限界を考慮すると、大量消費、大量生産型の

社会構造が継続した場合、我が国の持続的な発展が難しくなるとの懸念が生じ

ている。このため本研究では、３R(リィデュース、リユース、リサイクル)実

現のための様々な手法について検討を行った。 

 

              ｷｰﾜｰﾄﾞ ：  ゴミゼロ、リサイクル 

         Synopsis 

There is a concern that if current form of mass production and mass consumption continue, sustai

nable development of Japan's economy and society will be difficult, considering various limitations

 of waste disposal. For this reason, various methods to realize the 3Rs (reduce, reuse, recycle) fo

r effective and efficient waste management have been examined. 
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1. 研究の概要 

 

1.1 研究の目的 

循環型社会を実現していくため，社会のあらゆる分野において，廃棄物の発生抑制，資源の循環的な利用の

推進，適正な最終処分が求められている． 
建設分野においては，「建設リサイクル法」の制定や「建設リサイクル 2002」の策定により各種の施策が講

じられている．平成 12 年度における建設廃棄物の最終処分量は，平成 7 年度から約 70%減少し，リサイクル率

は全体で 85%となっているが，廃棄物の種類別に見ると建築廃棄物が多くを占めると考えられる建設混合廃棄

物や建設発生木材のリサイクル率は低迷している． 
また，資源の循環的利用や適切な廃棄物処理を推進していくためには，それを支える効率的な静脈システム

の形成が求められている．さらに，産業廃棄物最終処分場の残余容量はわずか約 4.3 年分しかなく，最終処分場

の安定的な確保，とくに海面処分場整備に対する要請が高まっている． 
そこで，土木・建築の分野において緊急に取り組むべき課題として，以下に示す３つの技術分野を取り上げ，

研究開発を実施した． 
(1) 建築廃棄物の発生抑制，リサイクル技術 

木質系建築廃棄物の発生抑制技術の開発 
建設混合廃棄物の合理的な再資源化技術に関する研究 

(2) 静脈システム形成に関する技術 
生ごみ等有機系廃棄物の最適処理による環境負荷低減技術に関する研究 
静脈物流ネットワークの計画手法に関する研究 

(3) 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 
極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の性能設計法の開発 
管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の開発 
海面処分場立地のための社会的受容性の分析 

 
各課題に関する具体的な研究目的を以下に示す． 

(1) 建築廃棄物の発生抑制，リサイクル技術 
木質系建築廃棄物の発生を抑制するため，解体時における廃棄物の発生抑制に配慮した木造構工法の設計・

施工技術を確立すること，建築材料及び部材の合理的な再資源化技術を確立すること，技術普及のために必要

な木造建築物の環境負荷評価ツールを提案すること，廃棄物の発生を抑制するための技術・政策を検証するた

めのモデルを開発することを目的とする． 
また，建設混合廃棄物について，再資源化の技術基準を開発するとともに，普及のための技術政策及びその

構成要素となる技術を開発し提案することを目的とする． 
(2) 静脈システム形成に関する技術 
最適な有機系廃棄物処理・循環システムの確立を目指してディスポーザーに着目し，ディスポーザー排水を

下水道で収集する場合，ディスポーザー排水を戸別に設置した処理装置で処理する分散型静脈系システムを構

築する場合等，導入の形態・規模に応じた導入基準や計画手法を提案することを目的とする． 
また，我が国における広域的な静脈物流ネットワーク形成を支援するため，国内地域間の廃棄物流動量推計

モデル，及び海上輸送によるネットワーク構築の計画手法の構築を目的とする． 
(3) 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 
管理型廃棄物埋立護岸の大規模地震時における大変形に伴う遮水構造の局所的な変形特性を明らかにし，性

能規定型の管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の設計法を構築することを目的とする． 
また，管理型廃棄物海面処分場の埋立護岸の遮水性能評価手法の高度化を図るため，保有水の浸出を予測評

価する手法を確立するとともに，信頼性の高い遮水構造の提案，海面処分場の維持管理手法の高度化を目的と

する． 

 1 



さらに，海面に廃棄物処分場を計画する際に関係者間の合意形成の円滑化を図るため，海面処分場の特性を

明らかにし，廃棄物処分場プロジェクトにおける紛争の予防・回避のための留意事項を整理，とりまとめるこ

とを目的とする． 
 
1.2 研究実施体制 

それぞれの個別研究課題について，関係研究部が単独または協力して研究を進めるとともに，必要に応じ国

土交通省本省や地方整備局，地方公共団体，国の研究機関，大学，民間団体，企業等とも連携して研究を実施

した．具体の体制ならびに実施方法，実施年度計画等を以下の表-1，表-2に示す． 
 

表-1 研究の実施体制 
個別研究課題 担当研究部及び主な連携先 

木質系建築廃棄物の発生抑制技術の

開発 
建築研究部，総合技術政策研究センター， 
（独）建築研究所，（独）森林総合研究所等 

建設混合廃棄物の合理的な再資源化

技術に関する研究 
建築研究部，住宅研究部，（独）建築研究所 

生ごみ等有機系廃棄物の最適処理に

よる環境負荷低減技術に関する研究 
下水道研究部，建築研究部 

静脈物流ネットワークの計画手法に

関する研究 
港湾研究部 

極大地震動を考慮した廃棄物埋立護

岸遮水構造の性能設計法の開発 
沿岸海洋研究部，土木シート技術協会，民間企業グルー

プ，京都大，九州大，国立環境研，（独）港湾空港研 

管理型廃棄物海面処分場の信頼性向

上技術の開発 
港湾研究部，沿岸海洋研究部，（独）港湾空港研，国立

環境研 
海面処分場立地のための社会的受容

性の分析 
沿岸海洋研究部，熊本大 
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表-2 研究の実施方法 

実施年度 区分 

（目標，サブテーマ，分野等） 
H14 H15 H16 H17 

木質系建築廃棄物の発生抑制技術の開発 

    

建設混合廃棄物の合理的な再資源化技術の 

構築 

    

生ごみ等有機系廃棄物の最適処理による環境

負荷低減技術の構築 

    

静脈物流ネットワークの計画手法に関する研

究 

    

極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸

遮水構造の性能設計に関する研究 

 

 

   

 

管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の

開発 

    

海面処分場立地のための社会的受容性の分析

   

建設廃棄物の再資源化推進のための技術基盤 

再資源化技術の普及基盤 

再使用促進に関する施策メニュー及び技術基準の開発 

再資源化シナリオの実現性に関する評価技術の開発 

廃棄物発生抑制型木造構工法の開発 

建築材料・部材の再資源化技術の開発 

普及システムの開発 

現状分析・データ分析 

実態調査 

検証実験・社会実験 

計画・評価手法構築 

流動量推計
手法の開発 廃棄物流動

と処分の実
態把握 

海上輸送を活用した
静脈物流ネットワー
クの検討 

護岸変形に伴う遮水工の局所的変形特性の解明 

管理型廃棄物埋立護岸の地震時挙動の解明 

 

事例収集・アンケートの実施 

遮水性能解析手法の開発等 

管理型廃棄物埋立護岸の
性能規定型設計法の構築 

政策化・マニュアル作成 

現状分析 

分析 

 3 



1.3 施策への反映 

個別の研究成果と施策への反映状況もしくは今後の反映の可能性について概要を以下に示す． 
 
(1) 建築廃棄物の発生抑制，リサイクル技術 
 a) 木質系建築廃棄物の発生抑制技術の開発 
①廃棄物発生抑制のための要素技術，②要素技術を活用するためのガイドライン・指針，③技術普及のため

の評価・検証ツール（データベース）を構築した． 
個々の新技術は，廃棄物発生抑制に大きく寄与するものであるが，さらにこれらの成果が全体として適正な

廃棄物発生抑制に資することが期待できる．また，新築時対応の技術そして除却・再資源化時対応の技術を開

発した上で，ライフサイクルを通して廃棄物発生抑制を実現することに配慮している．そして廃棄物問題は官

民一体となった取り組みが必要であることから，民間・行政それぞれの活用が見込まれる成果となっている． 
 
 b) 建設混合廃棄物の合理的な再資源化技術に関する研究 
①建設混合廃棄物の再資源化のための技術基準，②再資源化技術普及のためのシナリオの検証モデルを開発

した． 
個々の成果は，今後「技術基準に基づいた技術開発ガイドラインの策定」や「シナリオ分析に基づいた施策

策定」に繋がるものとなっており，合理的な廃棄物発生抑制に資することが期待できる． 
 
(2) 静脈システム形成に関する技術 
 a) 生ごみ等有機系廃棄物の最適処理による環境負荷低減技術に関する研究 
ディスポーザー排水の下水道施設による収集及び処理に関して，生ごみ移行量及び負荷量原単位を把握し，

下水道施設への影響検討方法及びライフサイクルアセスメント等による総合的な評価手法を構築した．また，

分散型生ごみ処理システムの総合計画手法及び分散型生ごみ処理システムを構成する部位の性能評価方法を構

築した． 
これらの成果は，ガイドライン「ディスポーザー導入時の影響判定の考え方」に反映され，下水道によるデ

ィスポーザー導入の影響検討に活用される．また，「自立循環型住宅への設計ガイドライン」を通して住宅の

計画・設計に活用されるとともに，性能評価手法の有効活用による適切なシステムの普及促進につながる． 
 
 b) 静脈物流ネットワークの計画手法に関する研究 
廃棄物の広域流動量推計モデルの構築，海上輸送を活用した静脈物流ネットワーク構築の効果の検証を行い，

これらの成果は，今後，リサイクルポートにおける海上輸送を用いた静脈物流ネットワーク形成に関する施策

展開に活用されることが期待される．ただし，主に廃棄物輸送や廃棄物処分の実態に関するデータの不足によ

り，廃棄物流動量推計モデルについては，推計精度に課題が残された．また，静脈物流ネットワークの計画手

法の構築については，実際のネットワーク計画に必要な最適化手法の構築には至っていない． 
 
(3) 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 
 a) 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の性能設計に関する研究 
護岸の地震時変形に伴う遮水工の局所的変形特性の解明，管理型廃棄物埋立護岸の地震時挙動の解明及び管

理型廃棄物埋立護岸の性能規定型設計法の構築を行った．また，研究を進める過程で，通常想定される地盤及

び構造物の変形レベルでは遮水シートは破断せず，局所的な突き刺し等により破損すると考えるべきであるこ

とが明らかになったため，「管理型廃棄物埋立護岸遮水工の健全性評価手法の開発」を検討項目として追加し

た．本研究項目に関しては，要素実験により遮水シートの破損・変形検知技術の原理等の妥当性が検証できた． 
これらの成果は，「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニュアル（改定案）」，環境省の廃棄物最

終処分場跡地形質変更にかかる政省令の制定及び基準策定等に反映された． 
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 b) 管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の開発 
埋立護岸からの保有水の浸出に対する長期安全性評価手法を構築した．信頼性の高い遮水構造については，

独立行政法人港湾空港技術研究所が実施した民間企業との共同研究の成果に基づいて，新たな構造を提案した．

維持管理手法（モニタリング，保有水管理）の高度化については，保有水の水位管理，保有水等の水質モニタ

リングに基づく海面処分場の維持管理手法の高度化について検討した． 
これらの成果は，「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニュアル（改定案）」，環境省が施行する

予定の「海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マニュアル」等に反映された． 
 
 c) 海面処分場立地のための社会的受容性の分析 
研究対象にできるような海面処分場の問題事例を見つけることができなかったため，陸上処分場の問題事例

の情報収集と整理，沿岸環境に対する住民意識調査を中心として課題を抽出するという目標設定に変更した．

したがって，陸上処分場の問題の状況の把握や沿岸環境に対する住民意識の分析については，一定の有益な知

見が得られたが，海面処分場についての留意事項整理という面では，直接的な分析・整理を行うことができな

かった． 
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2. 資源循環型社会に関する現状の理解と本研究の位置づけ 
 

2.1 資源の再資源化率の現状 

以下の図-1に，廃棄物の排出及び処理の現状を示す．排出される廃棄物（平成 15 年）について，一般廃棄物

の排出量は 5,161 万トンであるが，このうち 845 万トンが最終処分されている．この差である万トン（84%）が，

リサイクル及び中間処理によって減少される量である．同様に産業廃棄物については排出量が 41,200 万トン，

最終処分量が 3,044 万トンであり，リサイクルないし中間処理される割合は一般廃棄物より高い（93%）．しか

しながら，建設業関係について見ると，排出量が 7,501 万トン，最終処分量が 1,280 万トンでありリサイクル等

による減少率は低く（6,221 万トン，83%），効率的な資源循環システム等の構築が必要となっている． 
最終処分量に対して，将来的な最終処分の目標量が政府ならびに建設業界によって定められているが，一般

廃棄物，ならびに産業廃棄物のうちの建設業においては，リサイクルの促進などによって現在の最終処分量を

今後減らしていく必要性が生じている．これは以下の図-1 の産業廃棄物最終処分場の残余容量に示すように，

最終処分場の残存容量が逼迫していることなどがその要因である． 
 

 
図-1 廃棄物の排出，処理および処分場の残余容量 

 
また以下の図-2 は建設業における再資源化率の推移を見たものである．年々改善は見られるものの，依然と

して再資源化率の低い廃棄物が存在するのが現状である． 
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図-2 建設廃棄物の再資源化率の推移 

 
2.2 資源循環型社会形成における課題と本研究の位置づけ 

資源循環型社会形成のためには，①廃棄物そのもの発生抑制，②資源の循環的な利用の促進，ならびに③適

正な最終処分，の 3 つの課題を考える必要がある．しかし現状では，建設廃棄物を中心に発生抑制技術は十分

確立されておらず，資源の循環的な利用の促進の根幹となるための静脈物流システムも十分に形成されていな

い．さらには，廃棄物の最終処分に関して，その多くを占める海面処分場の安全性，信頼性についても極大地

震等への十分な配慮がなされなければ，被災時の影響が甚大となる懸念も残されている．また廃棄物処分関係

の施設は迷惑施設として見なされる傾向もあることから，関連施設立地にあたっての地域の受容性といった社

会科学的なアプローチも必要である． 
このように，ゴミゼロ型・資源循環型社会の形成においては，廃棄物処理の一連のプロセス（発生抑制，再

利用，再資源化，輸送：静脈物流，最終処分）について，一般廃棄物・産業廃棄物の両者を対象に検討を行う

ことが求められるが，未だ全般的に課題が残されている現状にある． 
このように取り組むべき課題や範囲は広範であるが，その中で本研究では，土木建築に関係の深い分野につ

いて検討を行った．以下の図-3 に，個別の研究課題毎にカバーする対象範囲，ならびに想定される施策等への

反映事項を示す． 
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図-3 個別の研究課題毎にカバーする対象範囲と想定される施策等への反映事項 
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3. 建築廃棄物の発生抑制，リサイクル技術 

 

本研究は，建設発生木材及び建設混合廃棄物，特に木造住宅の解体によるものを主として，その発生を抑制

するため，解体時における廃棄物の発生抑制に配慮した木造構工法の設計・施工技術を確立すること，建築材

料及び部材の合理的な再資源化技術を確立すること，技術普及のために必要な木造建築物の評価ツール並びに

技術基準を提案すること，廃棄物の発生を抑制するための技術・政策を検証するためのモデルを開発すること

を目的としている． 
具体的な成果として，分別・解体・再資源化しやすい木造建築物の設計・施工事例を取りまとめたマニュア

ル（設計・施工事例集），木質系材料の再資源化に関する技術指針案，物質循環算定プログラム，建設混合廃

棄物の再資源化のための技術基準，再資源化シナリオのシミュレーションモデルなどの作成を行った． 
 
3.1 木質系建築廃棄物の発生抑制技術の開発 

3.1.1 研究の概要 

木造住宅等の木造建築物の解体除却時に発生する廃棄物量は年々増加する傾向にあり，木造建築物における

再資源化と資源循環化を促し，建築活動そのものから発生する廃棄物量を抑制するための新しい技術と仕組み

に対する社会的要望が強い．建設廃棄物は，産業廃棄物全体の排出量の約 2 割，最終処分量の約 4 割を占めて

いる．また，不法投棄量の多くを建設廃棄物が占めており，木造住宅解体時に発生する廃棄物についても不法

投棄されているものがあり不法投棄量を増加させる一因となっている．廃棄物の不法処理は，地域環境に対し

て著しい悪影響を及ぼすものである．このような状況にあって，建設廃棄物の適正な処理を推進するために必

要な対策を講じることが重要な課題となっている．一方，建築系建設廃棄物は他の廃棄物に比べてリサイクル

の取り組みが遅れており，地域環境の保全という観点から，有効な対策を講じることが重要な課題となってい

る．更に，平成 14 年 5 月には「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下，建設リサイクル法と呼

ぶ）」が完全施行され，コンクリート，アスファルト，木材の特定建設資材について分別・再資源化が義務づ

けられ，平成 22 年における目標再資源化等率が 95%と定められた．特に木造建築物由来の建設発生木材はリサ

イクル率が低迷しており，その再資源化を促すための関連技術を早急に整備する必要がある． 
本研究においては，解体時における廃棄物の発生抑制について設計・計画段階で配慮した木造構工法の設計・

施工技術を確立すること，建築材料及び部材の合理的な再資源化技術を確立すること，技術普及のために必要

な木造建築物の環境負荷評価ツールを提案すること，廃棄物の発生を抑制するための技術・政策を検証するた

めのモデルを開発することを通して，木質系建築廃棄物の発生を抑制することを目的としている． 
本研究は，①木造建築物の設計・施工段階に対応した廃棄物発生抑制型木造構工法技術の開発，②木造建築

物の解体・除却に伴い発生する解体除却材の再資源化技術の開発を行うとともに，その普及のために③木造建

築物の物質循環に対する評価技術，廃棄物発生抑制のための技術政策シナリオとその検証技術を開発し，木質

系建築廃棄物の発生抑制を目指すものである． 
 

3.1.2 研究の成果 

(1) 廃棄物発生抑制型木造構工法の開発 
木造建築物のうちの木造部分について，建物解体時における分別・再資源化を阻害している要因についての

分析を行うとともに，分別解体・再資源化を容易にするための設計・施工技術を開発し，施工・解体実験によ

り開発した資源循環型木造建築物の分別解体・再資源化の容易性についての検証を行った．具体的な研究開発

実施内容は以下のとおりである． 
 a) 軸組構法住宅（手解体）と枠組壁工法住宅（機械手併用解体）の解体に関する分析 
全解体工程のビデオ記録をとり，解体時間・手間の測定を行った．この結果により，解体分別阻害要因の抽

出，整理を行った． 
 b) 解体木材の再資源化容易性に関する調査（軸組構法住宅解体材） 
解体木材の損傷程度等の測定を行い，設計・施工上の課題を整理した． 
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調査対象とした建物のうちの 1 棟は，昭和 49 年に竣工され，平成 12 年に解体された物件であり，延べ床面

積 144 ㎡の 2 階建ての建物である．解体時に発生した解体材をほぼ全量収集し，発生数量，形状寸法，体積，

重量，損傷の程度，付着物の存在状況について調査した．また，もう 1 棟は前述の解体手間に関する調査を行

った軸組構法による住宅である．同様に解体時に発生した解体材を全量収集し，発生数量，形状寸法，体積，

重量，損傷の程度，付着物の存在状況について調査を行った． 
調査の結果，機械手併用により解体した建物については，断面欠損，力学的な損傷は柱材，梁材ともに 9 割

近い材に存在しており，腐朽・蟻害は 1 割程度発生していることがわかった．また，付着物としては釘が最も

多く，柱材の 9 割，また梁材の 4 割に釘が付着していた．ボルトについては梁材に多く付着しており梁材の約 4
割にボルトが付着していた．また，金物やその他の付着物（木片，プラスチック，石膏ボード，金属片など）

は柱材に多く付着しており，金物については柱材の約 4 割，その他の付着物については柱材の約 3/4 に付着して

いることが明らかになった．木造住宅の解体材を処理（再資源化を含む）する方法を整理し，技術指針を作成

するための貴重なデータを得た． 
 c) 解体・分別容易な設計・施工技術の開発 
上記の成果を受けて，取り外しやすく作業性の高い接合方法等を取り入れた設計・施工技術の開発，提案を

行った． 
 d) 解体・分別容易性検証のためのモデル試験棟及び２階建て試験棟の施工・解体実験 

実大建物（試験棟）による施工・解体実験を実施し，従来型と改良型の比較を行い，改良型の有効性（解体

時間・解体材の品質等）を検証した． 
木造住宅を解体・処分する際の解体現場での分別作業時間，中間処理場での分別作業労力を少しでも軽減す

るための一つの対策として，解体時における分別の容易性に配慮して木造建築物を設計する必要があることか

ら，現行の設計法のどの部分をどのように改良すれば，解体・分別・再資源化が行いやすくなるかについて検

討した．更に，これまでに提案した具体の設計・施工方法を採用したモデル試験棟を建設し，分別・解体の容

易性，並びに解体材の再資源化の可能性について検証を行った． 
本課題の最終成果として，分別・解体・再資源化しやすい木造建築物の設計・施工事例を取りまとめたマニ

ュアル（設計・施工事例集）を作成した． 

従来型 
改良型 

写真-1 モデル試験棟の施工解体実験   写真-2 ２階建て試験棟の施工・解体実験 

 
(2) 建築材料・部材の再資源化技術の開発 
木造建築物を構成する材料のうち，木質躯体材と仕上げ材料（木材以外の下地材等を含む）について，再資

源化の各要素技術に関する現状把握，並びに実現可能性・容易性についての整理・分析を行った．また，木質

系再生材料の一部については，同材料の需要拡大を喚起することを目的として性能評価を実施した． 
 a) 木質躯体材 
木質系材料については，種々の再利用，再資源化のルートごとに許容される混入物の種類について整理した．
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表-3 において木造住宅において躯体材に付着していることが想定される材料，資材について再資源化ルート毎

の分別の必要性（混入の可否）に関する検討結果又はヒアリング調査結果をまとめた．（ただし，二重線で囲

んだ部分を除いて，同表の内容は，担当者の知見に基づいて作成したものであり，今後の技術開発の進展状況

等又は再資源化工場における設備の導入状況によって変化するものである．） 
 

表-3 木材の再利用，再資源化のルート毎に必要な分別条件 

  
再利用､再資源化ﾙｰ

ﾄ 

 材料，資材 

部材

の再

利用 

軸材 
集成材 
ラミナ 

軸材 
割裂 

ｽﾄﾗﾝﾄﾞ

面材用

チップ

MDF
等用

解繊

木片セ

メント

板 

木毛セメ

ント板 
マルチ

ング 
炭

化

 

熱源利

用／石

炭混焼

欠損部分 × × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 
腐朽部分 × × △ × × × × × ○ ○ ○ 木材 

薬剤処理部分 ○ ① ⑨ × × × × × × ⑤ ⑥ 

 
下地, 仕上受け材＋

釘 × × × ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ × 
くぎ，ビス（鉄） × × × ○ ○ × △ × ④ ○ × 
くぎ，ビス（ｽﾃﾝﾚｽ） × × × × × × × × ④ ○ × 
ボルト，接合金物

（鉄） × × × × × × × × ④ ○ × 
アルミ × × × × × × × × ④ ○ × 

金属

類 

ステープル（鉄） × × × × × × × × ④ ○ × 
ｺﾝｸﾘｰﾄ，ﾓﾙﾀﾙ × × × ③ ③ × ③ ③ ○ ○ ○ 無機

材料 石膏ボード，塊 × × × ③ ③ × ⑦ ③ ○ ○ ○ 
有機系発泡材 × ○ ⑩ × × × ⑧ ⑧ × ⑥ ⑥ 

紙類 × ○ ⑩ ⑪ × × × × × ⑥ ⑥ 

ビニルクロス × ○ ⑩ ⑪ × × × × × ⑥ ⑥ 

プラスチック類 × ○ ⑩ ⑪ × × × × × ⑥ ⑥ 

有機

材料 

接着剤塊 × ② ② × × × × × × ⑥ ⑥ 

ただし，表中の丸数字には以下の条件が付与される． 
①接着阻害を起こさない場合は分別不要○  ②刃を痛めない場合は分別不要○ 
③少量，又は粉体である場合は分別不要○   ④少量である場合は分別不要○ 
⑤土壌浸透に浸透する際に無害な場合は分別不要○ 
⑥ダイオキシンを発生しない熱処理を行う場合は分別不要○ 
⑦紙がなければ分別不要○ ⑧セメントと混ぜるときに浮いてしまうので分別不要○ 
⑨作業者の安全性が確保されれば分別不要○   ⑩量が少なければ分別不要○ 
⑪製造上は混入可○であるが，高品質を目指すと× 
 

 
同表における横軸が再資源化のルートであり，各々について要素技術が確立しているものについては再生材

料の需要拡大に関する技術開発を行った．要素技術が完成していないものについてはその技術開発上必要とな

る技術資料の収集を行った．また，同表に示された分別条件に従った分別解体を実施した場合に係る人工数等

を実際の木造住宅を解体して調査し，解体除却材の収集コスト及び各工場について行った再資源化材料製造コ

ストの試算を基に再生材料の可能性について検討した． 
再生木質ボードの利用拡大については，構造用合板並みの施工性を有する木質系再生ボード（パーティクル

ボード）の耐力性能等についての確認試験を実施し，用途拡大をはかるための基礎データを収集した．また，

解体木材を原料とする高機能性木質ボードを別途開発しており，あわせて解体木材を原料とする木質系再生ボ
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ードの用途拡大をはかるための方策について提案した． 
さらに，これまでにほとんど解体木材が原料として利用されてこなかった木質系軸材料の原料として解体木材

を利用するための技術開発を民間企業等と連携して行った． 
 b) 仕上げ材料 

28 種の建築仕上げ材料について，製造業者団体もしくは製造業者を対象としてヒアリング調査及びアンケー

ト調査を実施し，各種建築仕上げ材料の「生産量」，「再資源化の現状」，「回収ルートの整備状況」，「再

資源化技術への取り組み状況」，「具体的な再資源化技術の内容」等の内容をライフサイクルの段階（製造，

建設，解体）毎に整理した． 
上記の成果は，木質系材料の再資源化に関する技術指針案としてとりまとめた． 

 
(3) 再資源化及び資源循環化技術の普及システムの開発 
本課題では，個々の木

造建築物について資源

消費量及び廃棄物発生

量を定量的に算出でき

る環境負荷評価ツール

を開発し，必要なデータ

を収集するとともに，廃

棄物の発生を抑制する

ための技術・政策を検討

するための資源循環社

会モデルを構築した． 
 
 a) 環境負荷データの

収集と評価ツールの 

作成 
木造建築物の建設，解

体，処分という一連の活

動における物質の流れ

と関連するエネルギー

消費量（CO2排出量）を

算定するためのデータ

ベースを構築した．また，

個々の木造建築物につ

いて，建設，解体，処分

過程における資源消費

量，解体材排出量，エネ

ルギー消費量（CO2排出

量）を定量的に算定する

ためのプログラムを作

成した．（図-4） 
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設計によって比率が変わる 

図-4 資材投入量と解体材排出量のフロー 
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さらに，マニュフェスト伝票を用いて建設廃材と建築解体材の処理に関わる環境負荷量（主として輸送に係

るエネルギー消費量）を算定する手法開発を行い，木造住宅のマニュフェスト伝票を分析した． 
これら成果は，物質循環算定プログラムとしてとりまとめた． 
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 b) 資源循環社会モデル 
木造建築物の廃棄物発生から再資源化までを定量的に把握する「資源循環社会モデル（マテリアルフローの

シミュレーションモデル）」を開発し，都道府県レベルでの廃棄物発生抑制効果を検証するためのケーススタ

ディを実施した． 
このモデルは，各種統計データに基づき，当該地域における木質系廃棄物の発生量を推定し，その地域にお

ける処理施設の配置・移送距離・処理能力等から，各種技術・政策オプションによるシナリオ分析を行うもの

である． 
ここでは，チップ化に偏らない再資源化ルートの開拓のため，集成材等として利用可能な高付加価値型再資

源化の可能性を検討した．高付加価値型再資源化を含む多様なシナリオに対してシミュレーションを行った結

果，現状の施設に加えて共同集積場を設け，適正な再資源化工場を設置することにより，再資源化率・移送距

離（コスト，CO2排出量）等の面から高付加価値型再資源化シナリオが有効であることが確認された．本課題の

成果は，技術・政策シナリオとあわせて廃棄物の発生を抑制する制度等を検討するための技術資料としてとり

まとめた． 
 

3.1.3 施策への反映 

前述したように建設リサイクル法が完全施行され，特定建設資材の平成 22 年度目標再資源化等率が 95%と定

められたが，建設発生木材はリサイクル率が低迷している．本研究の成果は，解体時における廃棄物の発生抑

制について設計・計画段階で配慮した木造建築物を普及させるための制度を充実させるための基盤として活用

されるほか，開発した技術の公表と技術指針の策定による成果の活用により限りある天然資源の有効利用の実

現を促し，さらには健全な国土の創生や良質な地球環境の次世代への継承に繋がることが期待できる．具体的

には，評価・検証ツールやデータベース（木質系解体材排出量原単位等）に関して，既に国や地方公共団体並

びに学会等外部機関において引用されおり，行政支援ツールとしての活用，また民間に対しては成果の実用化

を促し広く技術が普及することなどが考えられる． 
また，廃棄物問題については，総合科学技術会議において「ゴミゼロ型・資源循環型技術研究」が重点領域

として挙げられ，重視すべき事項として「循環型社会変革シナリオ研究」が示されている．建築物のライフサ

イクルを通して，モノと情報の円滑な流れを促進する高度な資源循環社会システム（規格・法令・制度等を含

んだ総合的概念）を構築していくことが今求められており，適正な政策立案に際して本研究成果が活用される

ことが期待される． 
 

3.1.4 今後の課題 

本研究成果において，当初の目標は概ね達成されたと考えられる． 
今後の課題としては，①改修や増改築時に発生する解体材の分別と再資源化技術の開発，②有害物質を含ん

だ廃棄物の再資源化技術及び適正処理技術の開発などが挙げられる．これらについては，総プロ「持続可能な

社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発（SB 総プロ）」等，別課題において研究を計画あるいは実

施しているところである． 
 
尚，本研究は総プロ「循環型社会及び安全な環境の形成のための建築・都市基盤整備技術の開発」の中課題

「木質系建築廃棄物発生抑制技術の開発」として平成 12 年度に着手したものであり，独立行政法人建築研究所

との連携において実施したものである．成果の詳細については，下記報告書を参照されたい． 
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国土交通省総合技術開発プロジェクト「循環型社会及び安全な環境の形成のための建築・都市基盤整備技術の

開発 木質系廃棄物発生抑制技術の開発 報告書，平成 15 年 3 月，国土交通省 
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実験 その 11 各解体物件の発生資材量」，日本建築学会学術講演梗概集（東海），2003.9． 
32) 榎本伯一，村上泰司，槌本敬大，古賀(井戸川)純子：「構成資材の再資源化を企図した木造住宅の分別解体

実験 その 12 解体による発生資材量の予測と評価」，日本建築学会学術講演梗概集（東海），2003.9． 
（雑誌等） 
33) 「行政研究における住宅リサイクルへの取組」，住宅,Vol.50，2001 
34) 「建設廃棄物再資源化処理の現場から」，FINEX，Vol.13，No.77 ，2001 
35) 「環境的側面から見た建築物のライフサイクルマネージメント」，建築コスト情報,2002 冬，2002 
36) 「建築廃材のリサイクル」，木材工業，Vol.57，No.5，2002 
37) 「木造建築物構成資材の再資源化の現状」，公共建築，Vol.45,No.176，2003
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3.2 建設混合廃棄物の合理的な再資源化技術に関する研究 
3.2.1 研究の概要 

建設リサイクル法で指定されているコンクリート塊，建設発生木材等の特定建設資材廃棄物に比べ，混合廃

棄物は再資源化・縮減率が特に低迷しその約 9 割（H14 副産物実態調査では 64%）が最終処分されており，循

環型社会の実現をさらに目指す観点から，これらの発生抑制，再資源化を進めるための技術開発が求められて

いる．しかし，市場原則のもとでの再資源化は既に限界に近づいており，廃棄物の再資源化を促進し，最終処

分量の削減を実現するには，市場原則を補完するなんらかの施策の適用または社会システムの構築が必要とな

っている． 
本研究では，混合廃棄物についてより一層の再資源化を促進し，最終処分へ回る量・率の低減を実現するた

め，混合廃棄物に含まれる資材のいくつかの品目について，経済性・環境負荷の観点から社会的に受容可能な

再資源化の技術基準案を作成するとともに，再資源化シナリオのシミュレーションに基づく検討を通して，合

理的な再資源化のための施策検討に資する技術情報を整理することを目的としている． 
建設廃棄物は，産業廃棄物全体に占める比率が大きいものの，再資源化への取り組みが必ずしも進んでいる

とはいえない．これは，解体工事等から排出される廃棄物が多種，少量かつ分散して発生するという状況に加

えて，現状では廃棄物の排出側と受け入れ側，つまり解体・分別する側と再生利用する側の考え方に大きな乖

離があることに起因している．すなわち，これまで各メーカー・業界団体等が個別に策定していた各種基準を，

排出から再資源化まで一貫した枠組みで見直し，適正な技術基準を整備することが求められているのであり，

これら技術基準を開発し，今後のリサイクル技術の方向性を示すことによって，民間におけるリサイクル技術

の開発を促し，新たな産業創出に繋がることが期待できる．また，これら技術の普及を実現するために，廃棄

物行政を担う地方自治体と連携し，当該地域の特性に応じた再資源化シナリオを適用することにより，再資源

化・縮減率が向上し，結果として廃棄物・不法投棄処理等の行政コスト低減にも資することが期待できる． 
本研究は，①建設廃棄物の再資源化推進のための技術基盤の整備（資源循環に関する技術基準の開発）と②

再資源化技術の普及基盤の開発（建設廃棄物の再資源化シナリオの開発及びシナリオの評価技術の開発）から

なり，アウトプットとして建設混合廃棄物の解体・回収・処理に関する「品質基準案」の作成および合理的な

再資源化のためのシナリオ分析を行うものである． 
 

3.2.2 研究の成果 

(1) 建設混合廃棄物の再資源化のための技術基準 
建設混合廃棄物の回収・処理の現状と先駆的な再資源化の取り組みについて，建築資材・部材メーカー団体，

ゼネコン等排出事業者，中間処理事業者及び再資源化原料製造業者等へのヒアリング並びに調査を実施した．

その結果に基づいて，合理的な再資源化のための技術課題並びに受入条件の整理を行い，「解体材の品質基準」

について検討を行った． 
再資源化における技術基準を表-4 に示す．表は中間処理，処理工場での受入条件であり，いずれも他の材料

が混入しないよう分別が求められ，その他分別後の保管・管理が必要な水濡れ不可の条件，現場での分別に加

えさらなる作業が求められる汚れの除去，寸法の制限などの条件も必要となる．また，一部で新築端材のみの

受入もあるが，今後，解体系廃材が再資源化原料として受け入れられるためには，当該建設資材であると確度

高く判別できること，劣化などによる品質の低下がないことなどの条件が求められ，そのための技術基盤が必

要となる． 
これらの受入条件の設定理由は，処理設備のポテンシャルからくる制約，処理設備の故障要因の排除のため，

再生品の品質保持のため，再生品に不要な原料の排除のため，再資源化のシステム上の都合，など様々であり，

条件緩和の可能性があるものは多くない．このうち，処理設備のポテンシャルからくる制約，処理設備の故障

要因の排除のため，再生品の品質保持のため，再生に不要な原料の排除のため，再資源化のシステム上の都合，

については解消可能であり，今後の技術開発要件として挙げることができる． 
現状は廃棄物の排出者にとって厳しい基準といえるが，基準のクリアに向けて生ずる排出側のコストに相当

する経済的なインセンティブなどがあれば，再資源化への実効性は十分あると考えられる． 
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表-4 各建設資材の再資源化（中間処理，処理工場段階）における技術基準案 
ＦＲＰ ビニル系床材

せっこうボード原料 セメント原料 土壌改良材原料 燃料チップ化 ＲＰＦ用チップ セメント原燃料 ビニル系床材
中間処理 中間処理 中間処理 中間処理 中間処理 処理施設 処理施設

含水、水濡れ不可 水分１０％以下 水濡れ不可 水分の多いもの不可

他材料の分別
タイル、発泡スチ
ロール不可

塩化ビニルクロス、
ラス、プラスター、
金属不可

異物不可
金属等の異物を含ま
ないもの

プラスチックの異物
可（ハロゲン系は不
可）

他の床材、異物、
接着剤の付いたも
の不可

新品（端材）のみ 新築端材のみ 新築端材のみ
自社、自協会製品の
み

汚れ不可
汚泥・汚物が付着し
ていないもの

寸法

その他 ＣＣＡを含まないもの
移動式トイレについ
ては要消毒

中間処理 契約中間処理会社 リサイクル協力会社 メーカー工場
含水、水濡れ不可
他材料の分別 異物不可 異物不可 異物不可 異物不可
新品（端材）のみ 注） 表中の網掛け部分 は、一定以下であ
自社、自協会製品の
み

協会団体の製品であ
ること

協会団体の製品であ
ること

汚れ不可 汚れ不可 汚れ不可 汚れ不可 汚れ不可
寸法 長さ９５ｃｍ以下 長さ９５ｃｍ以下 長さ９５ｃｍ以下 長さ９５ｃｍ以下
その他

れば異物混入を認めるなどの条件緩和
が可能であるものを示す。
今回の調査では中間処理工場を設け、
一部の分別等の作業を処理工場で分担
する例がみられた。

(特になし）

受
入
条
件

材料
再資源化用途

処理、再資源化段階

受
入
条
件

塩化ビニル管・継手
塩ビ管・継手原料

材料
再資源化用途

処理、再資源化段階

せっこうボード パーティクルボード

 
 
(2) 再資源化技術普及のためのシナリオ分析 

図-5 モデル（距離パラメータの設定例）

全都道府県を対象として資源循環への取り組みに関する調査

を行い，廃棄物処理・再資源化に関わる社会ニーズ及びその地

域差について把握するとともに，再資源化にかかる環境負荷，

経済的社会的適合性を考慮しながら，資材の特性に応じた再資

源化シナリオのシミュレーションを実施した．これらの結果を

もとに技術普及のための社会基盤について検討を行った． 
経済的インセンティブに関連して，塩ビ管・継手協会が行っ

ている二次輸送費の支援をケースとした再資源化シミュレーシ

ョンを行った．開発したモデルは，リサイクルシナリオ，輸送

距離，処理コスト等を入力し，マテリアルリサイクル率，最終

処分量，環境負荷(CO2発生量)等を出力する．ここでは首都圏を

想定した各種条件を設定し，システムダイナミクスに基づく  
シミュレータ STELLA 上に実装した（図-5）． 
各種シミュレーションの結果（図-6），経済的インセンティブに繋がる協会の支援が，マテリアルリサイク

ル率の増加に寄与していることを定量的に確認することができたが，条件によってその効果に違いがあること

も明らかとなった．また，マテリアルリサイクル率の上昇とともに環境負荷も増加しており，輸送距離と施設

配置の問題等とあわせて，再資源化における現実的な問題点が指摘された． 
以上により，今後の再資源化技術及び技術導入時の開発要件が明らかになるとともに，普及に向けた再資源

化シナリオの検証が可能となった． 
 

3.2.3 施策への反映 

建設リサイクル法にかかる関連施策に対応して，特に建設混合廃棄物の排出量削減目標の達成（平成 22 年度

において平成 12 年度比で 50%削減）に向けた活用が期待される． 
技術基準案は，建築物の解体，分別，回収，再生という建設廃棄物の再資源化に関わる各段階をつなぐ仕組

みの提案・普及に繋がり，建設資材の資源循環について適切な技術開発・製品化が行われ，建設産業における

リサイクルの拡充が図られるとともに，今後の建築物大量更新の時期に向けて建設リサイクルに関連する新規

産業の創出も期待できる． 
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図-6 経済的インセンティブ－最終処分率と環境負荷の関係 
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3.2.4 今後の課題 

本研究成果において，当初の目標は概ね達成されたと考えられる． 
しかしながら，再資源化シナリオ実現のための技術的条件／経済的条件の更なる明確化，再生資材の用途に

応じた循環型建築材料の規格・基準については，本研究で得られた受入条件の設定理由等を詳細に分析し，今

後の再資源化技術及び技術導入時の開発要件を明らかにすることが必要となる．更に，現状での再資源化にお

ける最大の課題は経済性にあるといえ，今後は，受入条件のみならず，受入条件のクリアにむけて生ずる排出

側のコスト，受入側の条件解消により生ずるコスト等の検討が必要となる． 
また，建材製造業のみならず他産業とこれらの受入条件等の情報交換をすることで，資源の有効利用の推進

が期待できる．今後，広範な情報分析及び集約が望まれる． 
尚，本研究は，総プロ「持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発（SB 総プロ）」の LCW
評価手法の開発において，発展的に継続しており，成果の活用がなされる予定である． 
 
成果の公表 

1) 野村希晶，有川智，福田展淳，小林均：解体木質材の地域リサイクルシミュレーションモデルの構築，日本

建築学会構造系論文集，第 587 号，pp.31-38，2005.1. 
2) 椎野潤，高橋暁他：ICタグ利用による建設ロジスティクスの研究 その1 マテリアル循環の現状および課

題の抽出，日本建築学会学術講演梗概集（F-1），pp.1423-1424，2005.9. 
3) 椎野潤，高橋暁他：ICタグ利用による建設ロジスティクスの研究 その2 インフィル資材に対するICタグ

読み取りの基礎実験，日本建築学会学術講演梗概集（F-1），pp.1425-1426，2005.9. 
4) 椎野潤，高橋暁他：ICタグ利用による建設ロジスティクスの研究 その3 サプライチェーンにおけるICタ

グ実用化の基礎実験，日本建築学会学術講演梗概集（F-1），pp.1427-1428，2005.9. 
5) 高橋暁，有川智，武藤正樹，古賀純子他：LCW算定標準に関する研究 その1 環境負荷積算の構想，日本

建築学会学術講演梗概集，2006.9.  
6) 古賀純子，高橋暁，有川智，武藤正樹他：LCW算定標準に関する研究 その2 積算標準書式に基づくLCW

算定の基礎的検討，日本建築学会学術講演梗概集，2006.9.  
7) 武藤正樹，高橋暁，有川智，古賀純子他：LCW算定標準に関する研究 その3 廃棄物分別シナリオ立案と

妥当性検討，日本建築学会学術講演梗概集，2006.9. 
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4. 静脈システム形成に関する技術 
 
4.1 生ごみ等有機系廃棄物の最適処理による環境負荷低減技術に関する研究 
4.1.1 研究の概要 

都市における生ごみ等の有機系廃棄物を，台所に設置したディスポーザーで粉砕して下水道管渠に排出し，

下水処理場でメタンガスや有機肥料として回収することにより，ごみ収集時の臭気・害虫の発生やカラスによ

る被害，廃棄物処分場の逼迫等の深刻な都市問題を抜本的に改善することが可能となる．また，生ごみ搬出労

働からの解放は，高齢化社会を迎える我が国にとって有効な福祉対策となる．さらにディスポーザーという新

たな家電市場が生まれることにより，相当の需要創出および雇用創出が期待できる． 
しかしながら，ディスポーザーの導入は，下水道施設が能力的に対応可能か否か，合流式下水道からの生ご

みの排出の水環境への影響等が懸念される．そこで，環境負荷の低減，循環型社会システムの構築や高齢者福

祉に資する最適な有機系廃棄物処理・循環システムの確立を目指して，ディスポーザー排水を下水道で収集す

る場合やディスポーザーを戸別に設置した分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）を構築する場

合等，導入の形態・規模に応じた導入基準や計画手法を提案することを目的としている． 
本研究は，①下水道による有機系廃棄物収集・処理技術に関する研究，②分散型静脈系システム（分散型生

ごみ処理システム）の総合的計画手法に関する研究及び③ディスポーザー導入による環境影響等の総合評価に

関する研究からなり，下水道とディスポーザーの組み合わせによる生ごみ収集・処理を計画する際の導入検討

方法及び総合評価手法並びに分散型静脈系システムに関する総合計画手法及び構成部位の性能評価手法を構

築・提案するものである． 
 
4.1.2 研究の成果 

(1) 下水道による有機系廃棄物収集・処理技術に関する研究 
ディスポーザー排水を下水道で収集した場合，破砕された生ごみの管渠への堆積，下水処理場での負荷の増

大，合流式下水道における公共用水域への生ごみの排出等が問題となるため，これらの影響に関する対策技術

及び評価手法につき調査を行い，従来のごみ収集・焼却処理方法に代わり下水道とディスポーザーの組合せに

よる生ごみ収集・処理を計画する際の導入技術基準を提案した． 
 a) 米国におけるディスポーザー普及率及び管渠維持管理 
アメリカの都市を対象にディスポーザー普及率と管渠の清掃頻度の関係を分析し，ディスポーザー導入によ

る下水道への影響と維持管理実態を把握した．ディスポーザー普及率のデータは，都市圏毎の普及率が分かる

米国統計局の住宅統計（American Housing Survey）から入手し，また，ディスポーザー普及率と下水道管渠維持

管理のデータの両方が揃う都市（12 箇所）を対象とし清掃頻度の関係を分析した．特異値と判断されたデンバ

ー市については，ヒアリングを行い維持管理の詳細な実態を把握した． 
 b) ディスポーザー導入による生ごみの移行量及び負荷量原単位 
北海道歌登町のディスポーザー設置地区と未設置地区において生ごみ量の相違を調査し（表-5），ディスポ

ーザーに投入される生ごみ量を推定した．また，歌登町内のディスポーザー設置済み家庭に協力を依頼し，生

ごみを全量回収してディスポーザー排水を作成して水質分析を行うことにより，ディスポーザー排水の汚濁負

荷量原単位を把握した． 
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表-5 ごみ量調査結果（可燃ごみ量及び生ごみ量） 

 

 c) 合流式下水道越流水への影響予測及び下水道施設への影響検討方法 
合流式下水道へのディスポーザー導入の影響について，2 つのモデル排水区を設定しディスポーザーを導入し

た場合に下水道からの放流負荷がどの程度増加するか推定した（表-6）．A，B 排水区の結果からその影響の大

きさは排水区によって大きく差があるものの，ディスポーザー導入により雨天時の汚濁負荷量は増加すること

が分かり，合流式下水道を採用している地区では，ディスポーザーによる負荷増加に対応した合流改善対策が

図られていない段階でのディスポーザーの導入は避けるべきと考えられた．下水道施設への影響については，

歌登町の管渠や処理場を対象に行われた現場調査の結果を踏まえ影響検討方法を構築した． 
 

表-6 下水道から放流される雨天時汚濁負荷量*1のディスポーザーの有無による比較 

 水質項目 
ディスポーザー

無 
（t/年） 

ディスポーザー

有 
（t/年） 

増加率 
（%） 

Ａ排水区*2 BOD 21.4 25.2 17.8 
Ｂ排水区*2 BOD 43.5 61.3 40.9 

福岡市（中部処理区）*3 COD 680.7 979.2 43.9 
福岡市（西部処理区）*3 COD 18.0 21.9 21.7 
*1 雨天汚濁負荷量は（雨天時越流水＋簡易処理水＋雨天時高級処理水）の汚濁負荷量 
*2 参考資料 4 
*3 「ディスポーザー導入による下水道施設への影響に関する調査研究報告書」，2001 年 3 月下水道技術開発連絡会議，

（財）下水道新技術推進機構 
 
(2) 分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）の総合計画方法及び性能評価方法 
ディスポーザー排水を直接下水道に投入できない場合等における生ごみの効率的な処理と，この生ごみ処理

の過程で発生する資源の有効利用手法に関する総合的な計画手法と，分散型静脈系システム（分散型生ごみ処

理システム）を構成する部位に関する性能評価手法を開発した． 
 a) 分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）の総合計画手法 
都市部におけるディスポーザ排水処理システムについては，既往データを収集・分析を中心として研究を進

めたが，農村部における生ごみ処理に関するデータが乏しかたったため，茨城県の農村地域を対象として，フ

ィールド実験を実施し，ディスポーザ使用前後の生ごみの組成，発生量，台所排水の水量・濃度，台所におけ

るゴミ排出行動の変化等に関して詳細な調査を実施した． 
これらの基礎的データに基づき，分散型生ごみ処理システムのLCC及びLCCO2に関する総合的な評価手法を

構築した． 
 b) 分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）の性能評価方法 
分散型生ごみ処理システムは，①生ごみを破砕するディスポーザ，②破砕された生ごみを台所排水とともに

搬送する排水配管システム，③破砕された生ごみ＋台所排水を下水道に排出できる程度まで処理する排水処理
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システムによって構成される． 
本研究においては，上記①～③を組み合わせたシステム全体の性能評価手法を構築するとともに，上記①に

ついては破砕性能，上記②については，排水性能，③については排水処理性能を中心として，その性能を評価

するための手法を開発した． 
(3) ディスポーザー導入による環境影響等の総合評価に関する研究 
ディスポーザーの導入により生ごみ処理における地球温暖化ガス，エネルギー，処理コストの削減が期待で

きるが，下水処理施設側では温暖化ガス，エネルギー，コストの増大につながり，地域社会全体で見た場合に

は社会的コストが増加する可能性があり，合流式下水道から雨天時に未処理で排出される生ごみの水環境への

影響も懸念されため，ディスポーザーを利用した生ごみ収集システムによる環境負荷やコストを総合評価する

手法及び基準を開発した． 
 a) ディスポーザー使用に伴う住民の利便性便益の評価手法 
歌登町におけるディスポーザー導入による住民の利便性向上につき，仮想評価法（CVM; Contingent Valuation 

Method）を適用して経済評価を行い，利便性便益を含むディスポーザー導入に関わる費用効果分析の手法を提

示した．歌登町における調査では，町営住宅（全戸に設置）と一般住宅（希望者のみ公募で設置）の両方を対

象として，支払意思額（WTP; Willingness To Pay）を計測した． 
 b) ディスポーザー導入のライフサイクルアセスメントによる評価手法 
ディスポーザー導入による下水道システム，ごみ処理システム及び住民生活への影響を，環境面から総合的

に評価するために，ライフサイクルアセスメントによる評価手法を構築し，北海道歌登町を検討対象地域とし

てケーススタディを実施した．特に，歌登町におけるディスポーザー導入による管渠清掃時の環境負荷増加を

推定（図-7）するために，北海道内の自治体を対象に管渠清掃に関するアンケート調査を行い，歌登町に適用

するための高圧洗浄車・揚泥車・給水車の直接原単位（燃料消費量）及び間接原単位（製造）を求めた． 
 

 
図-7 歌登町におけるディスポーザー導入による管渠清掃の LCA 評価 

（対象管渠:塩ビ管Φ200mm，延長 13,210m，堆積深 23.5%，清掃車輌の札幌市からの往復移動含む．） 
 
4.1.3 施策への反映 

ディスポーザー排水の下水道施設による収集及び処理に関しては，生ごみ移行量及び負荷量原単位を把握し，

また，下水道施設への影響検討方法及びライフサイクルアセスメント等による総合的な評価手法を構築した．

これらの成果は，ガイドライン「ディスポーザー導入時の影響判定の考え方」（国土交通省下水道部・国土技

術政策総合研究所下水道研究部，平成 17 年 7 月）に反映され，下水道によるディスポーザー導入の影響検討に

活用される． 
分散型静脈系システムに関しては，分散型生ごみ処理システムの総合計画手法及び分散型生ごみ処理システ

ムを構成する部位の性能評価方法を構築し，これらの成果が「自立循環型住宅への設計ガイドライン」を通し

て住宅の計画・設計に活用されるとともに，性能評価手法の有効活用による適切なシステムの普及促進につな

がる． 
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4.1.4 今後の課題 

研究成果において，当初の目標は十分達成されたと考えられる． 
ディスポーザー排水の下水道施設による収集及び処理に関しては，ガイドラインが策定されたことを受け，

今後実施される関連調査研究及び導入影響評価につきフォローしていくことが課題として挙げられる．また，

分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）に関しては，街区・地区レベルにおける公共的サブイン

フラとしての生ごみ処理システムについても検討していくことが課題としてあげられる． 
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4.2 静脈物流ネットワークの計画手法に関する研究 

4.2.1 研究の概要 
将来の我が国経済社会の持続的な発展のため，海運等を活用した低コスト，省エネルギー，境負荷の静脈物

流ネットワークを形成する必要がある．特に廃棄物の海上輸送については，現在比較的小型の船舶による輸送

が行われているが，拠点港を設けて大型船で輸送することにより，輸送コストの削減が期待される（リサイク

ルポート構想：国土交通省港湾局）． 
本研究では，わが国における静脈物流ネットワーク構築のための基礎的な知見とすることを主眼に，(1)現在

の廃棄物の広域輸送の実態把握と静脈物流ネットワーク対象品目の選定，(2)廃棄物の広域的な流動量に関する

推計モデルの構築，ならびに(3)海上輸送を活用した静脈物流ネットワーク構築の効果の検証を行った． 
 

4.2.2 研究の成果 

(1) 廃棄物の広域輸送の実態把握と静脈物流ネットワーク対象品目の選定 
主要な廃棄物について，「廃棄物の発生→中間処理→最終処理→再利用，最終処分」の一連の処理の過程を

品目別に整理し，またこれらの過程における廃棄物の物理的な移動状況（広域輸送の状況，海運利用状況）に

ついて把握を行った．また，広域移動を行う要因と，海運利用の要因についても把握した． 
広域輸送の適性に関する要因は，廃棄物の処理，処分能力による．すなわち現状では廃棄物の適切な処理を

行える業者の存在や，管理型の最終処分場の存在，また処理された廃棄物の再利用を行う業者の存在がその主

な要因となっている．一方近年ではアジア地域を中心に海外への輸出需要も高まりつつある．海上輸送の適性

については臨海部産業との関連（臨海部関連産業による廃棄物の発生ないしは再利用の受け入れ），貨物形態

（大ロット，大量輸送）があることが分かった．この考察を踏まえ対象品目を表-7の 4 つに分類した． 

 
表-7 海上輸送ネットワークの適性からみた廃棄物分 

 海上輸送あり 海上輸送なし 

広域輸送あり 分類Ａ 分類Ｃ 

広域輸送なし 分類Ｂ 分類Ｄ 

 
Ａは，臨海部の産業から排出される廃棄物を他地域の臨海部産業が受け入れる場合，または廃棄物の輸出を

行うものが主である．Ｂは近距離（例えば東京湾内）において輸送が行われるものである．Ｃは広域輸送の実

績はあるが海運利用率が低いものであり，例えば内陸で分散的に発生する廃棄物は，陸送により受け入れ先へ

輸送される．Ｄは主に地域内において処理・処分されるものである．これらのうち，Ａと判定された品目を，

海上輸送による廃棄物輸送のネットワーク化による輸送コスト削減の可能性があるものとして選定した．表-8

にこの具体的品目と適正があると判断された要因を示す． 
 
(2) 廃棄物の広域流動量推計モデルの構築 
今後静脈物流ネットワークを形成するためには，廃棄物の広域的な流動量の予測が必要となる．このため，

廃棄物の品目別に，廃棄物の広域流動量を推計するモデルの構築を試みた． 
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廃棄物品目

汚泥 最終

 
 
 
鉱さい（スラグ） 中間

最終

殻（石炭灰等） 中間

最終

（紙くず） 最終

くず（鉄スクラップ） 最終

じん 中間

最終

き類（建設廃材） 最終

・関連企（鉄鋼業，セメント工場）が臨海部に立地し、一定量の輸送量が発生する．また再生利
用としての輸出もあることから海運利用の可能性．

海運利用の適性があると考えられる理由

・肥料やレンガ等に再利用される場合が多く、利用者も農業や建設業等であるため海運利用の
可能性小．ただし臨海部の管理型最終処分場へ搬入する場合には海運利用の可能性．

・発生源である鉄鋼業から受入先のセメント工場への広域移動の可能性．

・中間処理後に再利用されるものは、地域内での処理の可能性．
　ただし最終処分については、管理型処分場への広域移動の可能性．

広域輸送の適性があると考えられる要因

・直納業者から地域内への紙・パルプメーカーへのトラック輸送が中心であるが，
　輸出実績があり，アジア向けの需要増加が見込まれている．

・臨海部の製紙メーカー間での再利用、または輸出について海運利用の可能性．

・発生源である鉄鋼業から受入先のセメント工場への広域移動の可能性．

・最終処分にまわるものは、管理型処分場への広域移動の可能性．

・関連企業が臨海部に立地し，また一定の輸送量が発生することから海運利用可能性．

・処理業者から地域内への鉄鋼・非鉄金属業へのトラック輸送が想定され広域輸送の可能
性小．
　ただし輸出実績が有り，アジア向けの需要増加が見込まれてる．

・輸出として海運利用の可能性．

・発生源である鉄鋼業や石炭火力発電所から受入先のセメント工場への広域移動の可能
性．

・輸出として海運利用の可能性．

・関連企業が臨海部に立地し，また一定の輸送量が発生することから海運利用可能性大．

・処理業者から地域内への鉄鋼・非鉄金属業へのトラック輸送が広域輸送の可能性小．
・輸出需要が見込まれている．

・最終処分について処分場への広域移動の可能性．

 
 
 燃え
 
 
 
 古紙
 
 
 金属
 
 
 ばい

  
 
 
 がれ
 

表-8 表-7において分類Ａとされた廃棄物の品目とその要因 

 
目的変数は地域間（都道府県間）の廃棄物毎の地域間流動量であり，説明変数は，①都道府県別の廃棄物排

出量，②同じく処理能力（中間処理施設能力，最終処分場受け入れ残余量），ならびに③地域間の距離，であ

る．モデル形は重回帰分析とし，廃棄物種類ごとに，また安定型，管理型に分けて構築した．その結果説明力

が良好であったケースが見られた一方，説明力の低い廃棄物種類が多く見られるという結果となった．これは

導入した説明変数が少なかったためであるが，入手可能な統計データに制約があったことがその一因である．

今後は，単純な重回帰分析ではなく，廃棄物処理のプロセス，実態を十分に踏まえたモデルの構築が必要であ

る． 
 
(3) 海上輸送を活用した静脈物流ネットワーク構築の効果の検証 
リサイクルポート構想においては，海上輸送ネットワークを活用した静脈物流の効率化（輸送コストの削減）

が政策目的として示されているが，その際の効果については検証されていない．先に適正があると判断された

品目のなかから，日本から中国への金属くずの輸出を対象としたケーススタディによりこの効果の検証を行っ

た．ネットワーク化の概念を図-8 に示す．現在は個別に海上輸送が行われているが，拠点港を設けることで大

型船導入による海上輸送コスト削減が期待できる．この一方で拠点港での積み替えコストが発生し，ネットワ

ーク化の効果はこれらのトレードオフによって決定される．このため拠点港は，積み替えコストが最小となる

よう，輸送先までの貨物量が最も多い港湾とすることが必要である． 
ネットワーク化の効果についてケーススタディ（金属くず，対中国輸出）による試算を行った．使用した貨
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物量データは税関統計（平成 16 年）である．現在は図-9における各港湾から各々輸出されているが，全国の 8
ブロックにそれぞれ拠点港を設ける場合を想定した．輸送船舶は，拠点港までの輸送は国内輸送で現在多く用

いられている 499GT クラスとした．また，拠点港から先の輸送における船舶は，拠点港で既存港湾施設が活用

できる最大の船型とし，新規投資を行わないことを前提とした．表-9にネットワーク化によるコストの変化（年

間値）を示す．3 大湾地域以外では輸送ネットワーク導入効果（輸送コスト削減）があることが確認された．3
大湾地域でコスト増となっているのは各港湾の貨物量が多く現状で既に比較的大型の船舶が用いられており，

拠点化による海上輸送コスト削減の効果よりも，積み替えコストが上回るためである．この一方で地方港にお

ける大型の港湾施設を用いれば施設の有効活用を図りながら輸送の効率化が可能であることが示唆される． 
 

 
             

図-8 ネットワーク化の概念 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

4.2.3 施策への反映 

本研究において得られた知見は，今後海上輸送を用いた静脈物流ネットワークの具現化を行う際（対象品目

の選定ならびに対象港湾の選定など）に活用されることが想定される． 
 
4.2.4 今後の課題 

海上輸送を用いた静脈物流ネットワーク構築においては対象施設が必要となるがその規模を算定するために

は廃棄物の広域流動量の予測が必要となる．今後関連データの整備を図り，需要予測手法を開発することが必

要である．またネットワーク化における拠点港の選定の最適化を行う手法の開発も必要である． 
 
成果の公表 
1) 海上輸送による静脈物流のネットワーク化に関する基礎的考察 平成 17 年度土木学会年次講演会論文集，

港湾研究部 北澤，安部 
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図-9 ネットワーク化の具体例（金属くずの中国輸出） 

表-9 ネットワーク化による輸送コスト変化の試算 

単位：万円
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

東京湾 伊勢湾 大阪湾
北東北・
北海道

東北南岸
日本海
沿岸

瀬戸内海
沿岸

北部九州

Ａ．海上輸送の削減コスト（－） 53,720 13,442 14,902 18,083 22,769 9,394 8,604 18,187

Ｂ．拠点港での積み替え発生コスト（＋） 108,269 20,438 32,019 20,357 14,083 8,394 11,305 13,930

Ｃ．利用船型の変化伴う積出し荷役削減コスト（－） 31,342 6,874 10,885 4,981 3,734 1,589 4,415 2,346

Ｄ．拠点港でのストックヤード使用料（＋） 829 55 86 25 41 21 109

拠点導入によるネットワーク化の効果
（発生輸送削減コスト）

-24,036 -176 -6,318 2,682 12,379 2,569 1,604 6,516

87

 28 



5. 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 
 

我が国における廃棄物の現状をみると，平成 14 年度の一般廃棄物の総排出量は，5,161 万トン，産業

廃棄物の総排出量は約４億 1200 万トンで，いずれも概ね減少傾向が続いているものの，依然として膨大

な排出量となっている． 
廃棄物対策としてはゼロ・エミッションを目指し，Reduce（減量），Reuse（再利用），Recycle（再

生利用）の 3 つの R が基本である．しかしながらこれらの施策を鋭意進めたとしても，依然として大量

の廃棄物が発生し，これを適切に処分しなければならない．最終処分量も減少傾向にあるものの，平成

15 年度には，一般廃棄物については総排出量の約 16%に当たる 845 万トンが，産業廃棄物については，

総排出量の約 7%に当たる 3,044 万トンが最終処分されている． 
平成 15 年度末現在，一般廃棄物最終処分場の残余容量は，1 億 3708 万m3であり，残余年数は，全国

平均で 13.2 年分である．一方，産業廃棄物最終処分場の残余容量は，同じく平成 15 年度末現在で全国

で 1 億 8414 万m3，6.1 年分と依然として極めて厳しい状況にあり，特に大都市圏で逼迫している．この

ように，最終処分場を安定的に確保していくことが大きな課題となっている．とりわけ，内陸部での最

終処分場の立地がますます困難となっているため，海面処分場の新たな整備への要請が高くなっている． 
上述の社会的要請を踏まえ，本研究課題では，廃棄物海面処分場の信頼性・安全性を向上させるため

に遮水性能の評価手法の構築，極大地震動を考慮した設計法の開発，立地のための社会的受容性の分析

を行う． 
 
5.1 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の性能設計に関する研究 

5.1.1 研究の概要 

管理型廃棄物埋立護岸に要求される

性能は，常時・異常時（地震動作用時等

を問わず護岸内部の管理型廃棄物を安

定的に保管し，護岸内部の廃棄物や保有

水等を護岸外部の海域に流出させない

(遮水機能)ことである．ここで，従来の

港湾構造物はレベル1およびレベル2地
震動に対する耐震設計がなされており

レベル1地震動については変形を許容せ

ず，レベル2地震動については許容変形

量が規定されている．これに対し，管理

型廃棄物埋立護岸の耐震設計法は原則

として上述の設計法に準拠したものと

なっているが，護岸変形が遮水機能に及

ぼす影響について十分な検討がなされていないため，護岸の許容変形量の明確な設定は困難である．こ

のため，現時点ではレベル2地震動に対して許容変形量を考慮した設計法を適用できない．したがって，

極大地震動作用時における管理型廃棄物埋立護岸の耐震設計法を確立するためには，護岸変形にともな

う遮水機能の健全性およびその評価手法を整備し，体系化する必要がある． 
本研究

）

，

では，管理型廃棄物埋立護岸が極大地震動により被災変形した際に，護岸変形が遮水機能に及

ぼ

は大きく以下の項目に大別される． 

図-10 極大地震動による廃棄物護岸被災のイメージ 

避けられない地震被害

極大地震動による護岸の被災変形

遮水工の損傷×

極大地震時に廃棄物の
流出の可能性

管理型廃棄物の流出

管理型廃棄物
（背後埋立地盤）

基礎捨石マウンド

裏込石

管理型廃棄物の流出

海水

海底地盤

管理型廃棄物

護岸

避けられない地震被害

極大地震動による護岸の被災変形

遮水工の損傷×

極大地震時に廃棄物の
流出の可能性

管理型廃棄物の流出

管理型廃棄物
（背後埋立地盤）

基礎捨石マウンド

裏込石

管理型廃棄物の流出

海水

海底地盤

管理型廃棄物

護岸

す影響について，数値解析および模型実験により検討し，その結果を踏まえて遮水機能の地震時健全

性の評価・検討手法を開発する．以上の検討結果から，極大地震動に対応した管理型廃棄物埋立護岸の

耐震要求性能を明確に規定し，極大地震動に耐えることができる管理型廃棄物埋立護岸の遮水機能の検

討・提案を行う． 
具体的な実施内容

①遮水シート・不織布の物理的特性の把握 
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②極大地震動の作用による管理型廃棄物埋立
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図-11 水圧膨張実験の天頂部における応力ひずみ

護岸の変動特性に関する模型実験 

」は，土木シート技術協会との共同研究によ

り

.1.2 研究の成果 

布の物理的特性の把握 
 

盤への変形追随性を現地実験によって評価した． 
 b

性，応力緩和傾向を室内実験および数学モデ

ル

ート・不織布の突き破り特性 

入

がり性能 
水圧膨張試験を行い，

折

・不織布の接合部強度 
各種不織布

を

性・ひずみエネル

③極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸の性能設計手法の開発 
④管理型廃棄物埋立護岸遮水工健全性評価手法の開発 
このうち，「①遮水シート・不織布の物理的特性の把握

実施した．「④管理型廃棄物埋立護岸遮水工の健全性評価手法」は，当初の研究計画にはなかった項

目であるが，検討を進める過程で，通常想定される地盤及び構造物の変形レベルでは遮水シートは破断

せず，局所的な突き刺し等により破損すると考えるべきであることが明らかになったことにより，検討

項目として追加した．本研究項目は民間企業４グループとの共同研究（共同研究課題名：管理型廃棄物

埋立護岸の遮水シートを用いた遮水工の健全性評価手法に関する研究）により研究開発を進めた． 
 
5

(1) 遮水シート・不織

 a) 遮水シートの耐久性に関する現地実証試験

発破による人工地震動作用時の遮水シートの地

) 単軸引張り強度の温度依存性・速度依存性 
PVC シートの単軸引張変形の温度依存性，引張速度依存

によって検討した． 
 c) 突起物による遮水シ

ステンレス製コーン，裏込石を用いた PVC シートの貫

試験・耐圧試験を行い，遮水シートの破断プロセスを

検討した．また，さまざまな種類の不織布に対して大き

さの異なる貫入棒を用いた貫入試験を行い，不織布の破

断時特性を評価した． 
 d) 遮水シートの折れ曲

折り曲げたシート供試体を用いた

れ曲がりの有無が材質の強度に及ぼす影響を評価した

（写真-3）． 
 e) 遮水シート

写真-3 水圧膨張試験によるシートの破断 

接合部を有する各種遮水シートおよび

用いた水圧膨張試験を行い，接合の有無が材質の

強度に及ぼす影響を評価した． 
 f) 遮水シートの多軸引張変形特

ギー密度関数を用いた破水シートの変形共同評価 
 PVC シートの一軸拘束引二軸引張試験，均等二軸

引張試験を行い，この結果に基づいてひずみエネル

ギー密度関数（W 関数）を用いた導入により多軸変

形時の応力－ひずみ曲線を推定した．この応力－ひ

ずみ曲線は，図-11 に示すように水圧膨張試験結果

も良好に再現できた．本手法は，遮水シートの様々

な変形挙動を統一的に評価することができ，遮水工

の設計を行う上で有効であると考えられる． 
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(2) 極大地震動の作用による管理型廃棄物埋立護岸の変動特性に関する模型実験 
地震動等の外力作用により管理型廃棄物埋立護岸に変形が生じた場合に遮水シートが受ける変形損傷

メカニズムを把握するため模型実験を行った． 
護岸にみたてた鉄板に油圧ジャッキで強制変位を与え，その背後の裏込石，遮水シートの挙動・破壊

メカニズムの把握，遮水シートの護岸変形への追随性向上に主眼を置いた実スケールの静的載荷実験と

地震動作用時における遮水シートの動的変形特性を把握するための模型振動実験の２種類の実験を行っ

た．  
 

 a) 護岸の動的挙動に関する模型振動実験 
模型振動実験は，大型水中振動台を用いて行われた（写真-4）．入力加振波には通常港湾施設の設計

に用いられる地震波及び極大地震動を想定した継続時間が長く，長周期成分を多く含む模擬波を使用し

た．加振後，護岸は海側に移動，沈下し，遮水シートにも変形が生じた．本実験により，以下のとおり

地震時のケーソンおよび地盤の変形と遮水シートの変形挙動との関係が定性的に明らかになった． 
①模型振動実験の結果，加振中に遮水シートに発

生するひずみは場所によって異なり，振動に伴

う最大ひずみは裏込法肩から法面上部におい

て発生した．また，これらの箇所のひずみの時

刻歴はケーソン上端の水平変位の時刻歴と相

関性が高いことがわかった． 

写真-4 大型水中振動台による動的載荷実験 

②模型振動実験における加振後の遮水シートの残

留ひずみは，裏込法肩から法面上部において顕

著だった．目視による観察の結果，遮水シート

は地盤と一体となって変形したこと，および背

後地盤のターゲット移動量の計測結果から，遮

水シートの残留ひずみ分布は背後地盤の変形に

追随した結果であることが明らかになった． 
 
 b) 遮水シートの地盤追随性に関する静的載荷実験 

静的載荷実験では実スケールの地盤模型

を作成し，ケーソンに見たてた鋼板に油圧ジ

ャッキで静的に変位を与えた時の背後地盤

の挙動，並びに地盤中に敷設された二重遮水

シートの挙動を検討した（図-12）． 
 
①静的載荷実験において鋼板が変位した

結果，背後地盤は大きく変形・崩壊し

それに伴い二重遮水シートにも変形が

生じた．その際，2 枚の遮水シートに発

生したひずみがほぼ等しかったことか

ら，2 枚の遮水シートは一体となって変形したことがわかった． 

廃棄物層

裏込層

鋼板

2.0m

1
.7

m

反力壁

7.7m

8
m

二重シート

油圧ジャッキ

3.5m

7号砕石（2.5～5mm）

3mm厚 遮水シート
5mm厚 短繊維不織布

花崗岩
（50～150mm）

廃棄物層廃棄物層

裏込層裏込層

鋼板

2.0m

1
.7

m

反力壁

7.7m

8
m

二重シート二重シート

油圧ジャッキ

3.5m

7号砕石（2.5～5mm）

3mm厚 遮水シート
5mm厚 短繊維不織布

花崗岩
（50～150mm）

図-12 静的載荷実験のイメージ 

，

②静的載荷実験において，二重遮水シートの地盤への追随性は天端の固定条件によって変化し，地盤

に追随して変形した場合，約 90 cm の鋼板変位に対して遮水シートには局所的に最大約 60 %のひず

みが発生したが，シートは破断しなかった．これにより，地盤の変形時の二重遮水シートの健全性

が確認された． 
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 c) 遮水シートの地盤変形への追随性 

図-13 地盤と遮水シートの変形 

90cm

鋼板

廃棄物層

裏込層

二重遮水シート

1:1

コンクリートブロック
90cm

鋼板

廃棄物層

裏込層

二重遮水シート

1:11:1

コンクリートブロック
地震時において，遮水シートの天端端部をケー

ソン等の護岸構造物から切り離し，固定端を裏込

天端上に設置することにより，遮水シートの地盤

への追随性が損なわれないことが明らかになった

(図-13 参照)． 
 

(3) 管理型廃棄物埋立護岸遮水工健全性評価手法

の開発 
地震時の遮水シートの挙動は地盤の変形に追随

して地盤と同程度の変形を起こすと想定できる．

地盤と遮水シートは物性が全く異なっており，遮

水シートは，地震時の地盤変形レベル

の変形で破断しない．遮水工が健全で

あれば，護岸本体だけの補修・復旧で

本来の機能が回復できる．このため，

民間企業 4グループと共同研究で遮水

シートの変形又は損傷を電気的に検

知あるいは光ファイバーを用いて検

知する技術について要素実験を行い，

検知性能の確認等を行った(表-10 参

照)． 

共同研究者（国総研以外） 技術開発内容 

五洋建設，坂田電気* 
印加電極からの電流測定による遮水シートの破損

検知技術の開発 

東亜建設工業，東急建設，エヌティ

ティインフラネット，太陽工業 

フレネル反射型光ファイバを用いた廃棄物処分場

の漏水位置検知方法と遮水構造の開発 

東洋建設 
変光ファイバーを利用した遮水シートの健全性モ

ニタリングシステムの開発 

若築建設，大林組，太洋興業，東ソ

ー・ニッケミ 

電気検知方式を用いた袋状二重遮水シートの健全

性評価方法の開発 

 

表-10 共同研究の概要 

図-14 に電気的検知の原理の一例を

示す．図-15 は，光ファイバーを用い

た検知システムの概念図である． 

図-14 電気的検知システムの原理 

 

傾斜護岸

地盤改良不透水性地層

水面 印加電極

ガード電極

遮水シート

測定電極
迷走電流

＜遮水シートが破損していないとき＞ 

傾斜護岸

地盤改良不透水性地層

水面 印加電極

ガード電極

遮水シート

測定電極
迷走電流

＜遮水シートが破損しているとき＞ 

図-15 光ファイバーを用いた検知システムの概念 
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(4) 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸の性能設計手法の開発 
護岸の動的挙動に関する模型振動実験・遮水シートの地盤追随性に関する静的載荷実験の結果，非線

形動的解析等に基づいて設計手法の検討を行った． 
管理型廃棄物護岸に要求される性能は，護岸内部の廃棄物・保有水等を護岸外部の海域に流出させな

いことである．極大地震動による被災を受けた場合，地盤・構造物は大きく変形する．一方，遮水シー

トは地盤の変形に追随し，その変形は破断するレベル以下である．これより，非線形動的解析により地

盤・構造物の変形を確認し(図-16 参照)，遮水シートの変形が弾性的な挙動を示す範囲であれば，シート

の健全性は維持されるとする考え方に基づいた設計法を検討・整理した（図-17 参照）． 
 

 
 

護 護

護

捨

裏

図-16 重力式廃棄物埋立護岸の地震時変形 

設計条件の決定

構造諸元の仮定

作用（レベル２地震動等）
の 評 価

動 的 解 析 に よ る
護 岸 変 形 量 の 評 価

遮水工変形量の評価

遮水機能への
影響の評価

遮 水 シ ー ト 等 の
物 性 値 の 設 定

構造諸元の決定

設計条件の決定

構造諸元の仮定

作用（レベル２地震動等）
の 評 価

動 的 解 析 に よ る
護 岸 変 形 量 の 評 価

遮水工変形量の評価

遮水機能への
影響の評価

遮 水 シ ー ト 等 の
物 性 値 の 設 定

構造諸元の決定

図-17 極大地震動を考慮した廃棄物護岸設計法の概要 
 

5.1.3 施策への反映 

本研究で得られた知見は，国総研が委員として環境省が設置した委員会に参画し，検討した以下の制

度改正に反映された． 
①廃棄物最終処分場跡地形質変更にかかる政省令の制定及び基準策定 

平成 16 年に廃棄物処理法が改正され，廃棄物が地中にある土地（最終処分場跡地等）で形質変更が

行われることにより，生活環境保全上の支障が生じるおそれがある区域を都道府県知事が指定し，

指定区域内での形質変更は施行方法の基準に従い実施することと都道府県知事への届出が義務づけ

られた．国総研では同制度の施行に関連する政令，省令の制定及び施行に当たってのガイドライン

の策定に参画し，海面廃棄物処分場設計手法等に関する研究成果がこれらに反映された．同制度は

平成 17 年 4 月から施行された． 
②海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マニュアル(案)の策定 

現在，廃棄物の最終処分場の閉鎖・廃止等の基準は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき

「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により

規定されている．ところが，海面最終処分場における閉鎖・廃止の適用の仕方について，各処分場

で異なる考え方が見受けられることなど，このままでは閉鎖・廃止後に周辺生活環境等への支障の

恐れも危惧されている．すなわち各処分場における閉鎖・廃止の適用状況の実態を把握した上で，

それらの考え方を示す必要が出てきた．このため．最終処分場における閉鎖・廃止の考え方を整理

し，早期廃止に向けた構造要件，具体的には，海面最終処分場における維持管理の考え方，閉鎖の

考え方，廃止の考え方を早期廃止の観点からとりまとめたマニュアル案が策定された．現在，本マ

ニュアルの施行について環境省と国土交通省で調整が進められている． 
また，研究成果は，現在改訂作業が進められている「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニ
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ュアル（旧運輸省港湾局監修）」の改訂（平成19年に発行予定）に反映させる予定である． 
これにより，極大地震動に対応した管理型廃棄物埋立護岸の耐震要求性能を明確に規定することで，

極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造設計の高度化が可能となり，海面廃棄物処分場の

安全性・信頼性の向上，ひいては沿岸域の環境保全，循環型社会形成の促進を支援することに資すると

期待される． 
 

5.1.4 今後の課題 

極大地震動を考慮した廃棄物埋立護岸の設計については，遮水シートを用いた遮水工を有する施設の

設計手法を提案できた．この手法は，構造全体の動的挙動を解析し，設計を行うものである．一方，遮

水シートの損傷は突き刺し等の局所的な現象によって発生すると考えられる．このため，設計時点で耐

震性を考慮するとともに，地震時などの大規模変形時や定常的な地盤沈下による遮水機能への影響をモ

ニタリングし，健全性を評価する手法の開発が必要である． 
本研究の一環として実施した遮水工健全性評価手法の開発では検知手法に関する要素的な実験により

計測原理の妥当性等が実証されたが，実用化に向けては，耐久性の検証，計測機器も含めたシステム設

計，施工方法等の検討が必要であり，実海域等における実証実験により実用化に向けた検討を進める必

要がある． 
遮水工の補修・修復技術も今後の課題である．これらの損傷検知技術，補修・修復技術の開発に当た

っては，廃棄物海面処分場及びその周辺における有害物質の挙動予測や環境リスク評価も考慮した手法

の検討が必要である． 
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○その他，極大地震動を考慮した廃棄物埋立護岸の設計手法，遮水シートの変形・破損検知技術の開発

等について国土技術政策総合研究所資料としてとりまとめる予定． 
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5.2 管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の開発 

5.2.1 研究の概要 

今後，廃棄物海面処分の要請に適切に対応していくためには，安定型や遮断型に比較して環境インパ

クトが大きい管理型廃棄物海面処分場埋立護岸（以下，「埋立護岸」という．）の信頼性向上を図るた

めの技術の体系化が不可欠である．このため，本研究は，管理型廃棄物海面処分場の埋立護岸の遮水性

能評価手法の高度化を図るため，保有水の浸出を予測評価する手法を確立するとともに，信頼性の高い

遮水構造の提案，海面処分場の維持管理手法の高度化を目標とする． 
(1) 遮水性能の評価手法の高度化 

遮水性能の評価手法の高度化を目指し，その保有水の浸出状況を明らかにするための計算手法を確立

することを目的としている．埋立護岸の遮水性能が問題となるのは，処分場内の廃棄物と海水が混じり

合った保有水の浸出が，処分場周辺の海域の水質汚染を招くおそれがある場合である．保有水が外海へ

と浸出する過程は，地下水の浸透のみではなく，移流と分散の現象を伴うので，シミュレーションを行

う場合には，このような現象を正確に再現できるモデルを用いなければならない．その際に，海面処分

場については陸上のそれと異なり，潮汐の影響を考慮することが必要であり，また埋立護岸は，海底地

盤，捨石，鋼材，化学繊維といった複合的な構造で築造されており，これも忠実に表す必要がある．こ

のような複雑な現象を数値計算で再現するために，安定性や収束性の問題を解決し，効率的に計算する

ための方法が，オイラリアン・ラグランジュアン有限要素法(Eulerian/Lagrangean Finite Element Method) 
として知られている．具体的な数値計算のための解析コードとしては，これを我が国の大学や企業の研

究者が更に発展させた「Dtransu-2D･EL」  がある．浸透・移流分散解析を行う意義は，遮水工の長期安

定性を確保する観点から①埋立護岸の構造体と地盤が，想定した遮水性能を有する場合に，保有水の浸

出時間と浸出流量を知ることと，②埋立護岸の構造体が，何らかの原因によって破損した場合に，保有

水の浸出時間と浸出流量を知ることにある．この研究では，埋立護岸の遮水性能の評価に上述の解析コ

ードを改良を加えたうえで適用し，代表的な埋立護岸の構造断面について外海水位に潮位変動を与えた

場合と，遮水工に損傷を生じた場合の保有水の浸出状況を明らかにした． 
(2) 信頼性の高い遮水構造の提案 

埋立護岸は，軟弱な自然堆積粘土地盤を底面の遮水層（不透水性地層）とし，護岸や陸域に配置され

る側面の遮水工と組み合わせて整備される場合が多い．底面と側面の遮水性を確保するために，不透水

性地層または底面の遮水工と側面の遮水工を組み合わせることになる．このため，埋立護岸施工時や廃

棄物埋立時に護岸周辺に地盤沈下等が発生し，遮水工にもその影響が及ぶことが懸念される．長期的に

遮水性を確保するためには，遮水工が地盤等の変形に追随することにより，遮水性に影響が及ばない構

造とすることが望ましい． 
埋立護岸の遮水工は，波浪や潮位の影響を絶えず受け続ける，また，地震の影響が大きいなどの陸上

処分場にはない厳しい条件下で必要な遮水性能を維持することが求められる．こうした観点から遮水工

が有する機能を整理すると以下のとおりである． 
①基本的な機能として遮水機能と損傷防止機能があげられる． 
②付加的な機能としてフェイルセーフとしてのバックアップ機能・モニタリング機能・修復機能 
本研究では，埋立護岸の遮水工に求められる上記の機能を有する新材料及び新形式遮水構造として変

形追随性遮水材料及びフェイルセーフ機能を有する鋼（管）矢板による鉛直遮水工の開発を行った．技

術開発は，主として独立行政法人港湾空港技術研究所が民間企業等との共同研究により行った． 
(3) 海面処分場の維持管理手法の高度化 

廃棄物埋立護岸は，前述のとおり，廃棄物等の埋立処分と，埋立完了後の土地利用の両方を目的とす

る施設である．この目的を果たすためには，廃棄物最終処分が完了し，処分場廃止後可能な限り早期に

処分場を廃止することが必要である．このための有効な方策が保有水位以上の廃棄物の分解を促進し，

安定化を図ることである．また，土地利用に伴うリスクをコントロールするためは，適切な水位管理や

施設のモニタリングを行うことと併せ早期安定化と安定化した領域をできるだけ大きくすることが望ま

しい．このため，積極的な保有水管理を導入した先行事例の実態把握及び維持管理手法のあり方につい

 38 



て検討した． 
 
5.2.2 研究の成果 

(1) 遮水性能の評価手法の高度化 
 a) 遮水工に損傷を生じた場合の遮水性能の解析 

遮水工に損傷を生じた場合の遮水性能の解析は，2 重シートを用いた遮水工を有する重力式ケーソン

護岸，2 重止水矢板護岸等を対象として行った．ここでは，重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）に関

する解析を示す． 
(ｱ) 重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）の解析モデル 

 

  

  

  

  

  

    

  圧力：一定（管理水位） 圧力：一定   （潮位変動なし） 
   ：正弦関数（潮位変動を考慮） 
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埋立地 
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図-18 重力式ケーソン護岸（2 重シート）の境界条件と要素分割 

解析モデルは，構成材料の透水係数，構成材料の大きさ，解析領域内に発生する単位時間あたりの圧

力変化，濃度勾配を考慮して，有限要素のサイズを条件に合わせて変更した．ここでの解析では，すべ

てのケースに同一の有限要素メッシュを用いることが困難であったため，上部堤体のメッシュが粗いも

のと細かいものの 2 種類を用いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
境界条件及び要素分割を，図-18 に示す．境界条件は，より現実に近い条件とするため，海底地盤の

左右端を不透水境界とした． 
(ｲ) 解析ケース 

解析は，潮汐変動を考慮した場合と考慮しない場合及び遮水シートの損傷を模擬した遮水シートから

の漏出の程度を①漏出なしの場合，②漏出小の場合，③漏出大の場合の３段階に変えて行った．漏出が

小さい場合の遮水シートの損傷は，2.5 個/ha とし，漏出が大きい場合は，200 個/ha とした．損傷部の大

きさは，通常発見される最大径の損傷として直径 1.0cm とした．解析ではこの損傷割合に基づいて遮水

シートの平均透水係数を計算して用いた．計算時間はいずれも 50 年である． 
(ｳ) 計算結果 
 i) 外海水位に潮位変動を与えた場合 

外海水位を振幅 1.0ｍの正弦曲線（＋2.0ｍ～0.0ｍ）で与え，管理水位 1.5ｍとしたときの保有水の浸

出状況の計算結果を図-19～図-20 に示す．図中の濃度は，護岸内部の濃度を 1.0 であるとした場合の濃

度である．また，護岸内部の濃度は時間経過によらず一定であると仮定した． 

図-19 遮水シートの損傷が少ない（50 年後） 図-20 遮水シートの損傷が多い（50年後）
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ⅱ) 外海の水位を一定とした場合 
外海の水位を一定とした場合の計算結果を図-21～図-22 に示す．外海の水位と計算時間間隔以外の計

算条件は，外海水位に潮位変動を与えた場合と同じである． 
 
 

図-21 遮水シートの損傷が少ない（50 年後） 図-22 遮水シートの損傷が多い（50 年後） 

 
 
 
 
 
 
 
 
以上から明らかなように，外海の水位に潮位変動を与えた場合について，遮水シートに損傷がない場

合と，ある場合の両方について計算することができた． 
ⅲ) 比濃度流量 

廃棄物埋立護岸から漏出する有害物質量を評価するために比濃度流量を用いることとした．これは，

護岸内の濃度を一定値(1.0)であると仮定し，それとの濃度比で流出するフラックスを捉えるものである．

比濃度流量 S の定義は以下のとおりである． 

= Δ∑( )i i iS c v H
                          

ここに，ci：i 番目の要素の平均濃度，vi：i 番目の要素の平均ダルシー流速，ΔHi：i 番目の要素の

鉛直方向の長さ． 
図-23 に外海水位に潮位変動を考慮したケース，図-24 に考慮しないケースの計算結果を示す． 

これより，2 重シートをもつ埋立護岸構造の場合にも，外海水位に潮位変動を与えると，これを一定と

した場合に比較して浸出が抑制されることが分かった．具体的には，遮水シートの損傷が大きい場合に

ついてのみ比濃度流量が増大し，潮位変動を与えた場合は，外海水位を一定とした場合の約半分となる

ことが分かった． 
 

図-24 比濃度流量（外海水位：一定） 図-23 比濃度流量（外海水位：潮位変動）
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 b) 主要な結論 
上記以外の検討結果も含め，本研究の主要な結論を以下に示す． 
①外海水位を一定とした場合には，計算時間を 2 日とすれば，数値計算上の安定性が得られた． 
②外海水位の潮位変動として 12 時間周期の正弦曲線を与えた場合には，計算時間間隔を 1 時間とすれ

ば，数値計算上の安定性が得られた． 
③外海の水位に潮位変動を与えた場合には，これを一定とした場合に比較して，保有水の浸出が抑制

されることが分かった． 
④重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）及び 2 重止水矢板護岸の構造について，外海の水位に潮位

変動を与え，遮水工の損傷を考慮して保有水の浸出量（比濃度流量）を計算することができた． 
⑤捨石堤（透水係数 1.0×10-1cm/s）の背後に止水矢板が打ち込まれた埋立護岸断面について解析を試

みたが，数値安定性が得られなかった．更に，移流による濃度の計算手法の改良などについて検討

する必要がある． 
以上の結論から本研究において提案した，外海数位の変動を考慮した浸透・移流分散解析手法は，こ

れまでに提案されている解析手法に比べ，より実態に近い状態を再現できていると考えられ，管理型廃

棄物海面処分場の信頼性を検討する上で有効な手法であると考えられる． 
(2) 信頼性の高い遮水構造の提案 
 a) 変形追随性遮水材の開発 

多くの管理型廃棄物埋立護岸は，海底に堆積した粘土層を底面遮水として利用している．遮水性の高

い粘性土地盤上に建設されることは，周辺環境への影響を押さえることが可能であり，底面全体にわた

る遮水工を設ける必要がない反面，地盤沈下等による地盤変形が大きいという問題を持っている．この

ため，護岸の遮水機能には十分な変形追随性が要求される．港湾空港技術研究所を中心として浚渫粘土

を主原料とし，これにベントナイトを添加して遮水性を向上させた変形追随性遮水材の開発を行った．

この新材料は，粘土地盤の変形に対して追随性を有するとともに，自然材料を用いることにより劣化し

ないという特性を有している．性能確認に実験により変形追随性遮水材は，底面遮水と側面遮水の両者

に対して適用可能であるとの結論を得た． 
 b) 鋼矢板・鋼管矢板による鉛直遮水工の開発 

独法港湾空港技術研究所は民間企業等と共同で，鋼矢板・鋼管矢板継手部の遮水性能をさらに高め，

より信頼性の高い廃棄物埋立護岸を実現するために開発された表–11 に示す 7 種類の工法について，そ

の施工性や遮水性能を確認するために，実海域において長期実証実験(写真-5，写真-6)を行っている．

なお，表中，粘土系遮水材とされているのは，上記 a)の変形追随性遮水材である． 
その結果によると，実験した全ての工法で，換算透水係数 10–7cm/s以下を実現でき，「一般廃棄物の

最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令」で規定されている側面遮水

の遮水性の基準（壁厚 50cm，透水係数k≦1.0×10-6cm/s）よりワンオーダー低い遮水性能を有している

ことが確認された． 
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表–11 鋼（管）矢板による鉛直遮水工実証実験を実施した工法 
記 号 遮  水  工  の  説  明 

1 継手部に膨潤性遮水材を塗布した遮水矢板 

2 ポケット付継手を有する遮水矢板（膨潤性ゴムを事前挿入） 

2' ポケット付継手を有する遮水矢板（一方のポケットは膨潤性ゴム，他方はシリコーン樹脂を注入）

3 継手部を溶接した二重遮水矢板 

4 ゴム板付き継手にモルタルを充填した鋼管矢板遮水壁 

5 アスファルト事前充填鋼管矢板継手を用いた鋼管矢板遮水壁 

6 継手部に粘土系遮水材を充填した鋼管矢板遮水壁 

7 継手部に粘土系遮水材を充填したH鋼矢板壁 

注）「渡部要一，山田耕一，吉野久能，柿本龍二，鳥崎肇一，沖 健，喜田 浩：鋼（管）矢板による管理型廃棄物埋立護岸の

鉛直遮水工に関する実証実験，第 6 回地盤環境シンポジウム，2005」を改変 

 
 
また，水張り試験を行うための狭い空間を設

けた構造物になっていることから，万一漏水が

生じたときにも漏水箇所を特定することがで

き，かつ，補修が可能であった．このことから，

継手を二重にして空間を設けることは，遮水の

信頼性を高めると同時に，施工後の遮水性能の

検査（漏水検査）が可能になること，遮水性能

が不合格となる不良箇所が発見された場合に

も補修ができること，さらには将来においても

漏水検査が継続的に可能であること（遮水性能

のモニタリング）等のメリットを有していると

考えられる．さらに，一部のタイプについては

強制変位を与えて，遮水性の変化を調査した．そ

の結果，鋼矢板（最大 42～56 ㎜程度の強制変位），

鋼管矢板（最大 125 ㎜程度の繰り返し強制変位）

とも強制変位を与えた後も遮水性能は変化がなく，

一定値を保つことが確認された． 

遮水工１～６の実験用構造物
遮水工７の実験用構造物

遮水工１～６の実験用構造物
遮水工７の実験用構造物

写真-5 各種の新形式遮水工の現地実証実験

外観(港湾空港技術研究所提供を改変)  

(3) 海面処分場の維持管理手法の高度化 
 a) 先行事例調査 

海面処分場の維持管理，埋め立てられた廃棄物

の早期安定化等を目的として保有水位の管理を導

入した以下の先行事例について実態を整理した． 
①大阪湾フェニックス尼崎沖処分場の早期安定

化対策 
②ひびき灘開発処分場跡地の雨水排水 
この内，大阪湾広域臨海環境整備センターの尼

崎沖管理型処分場は，既に廃棄物の受け入れを終了している．処分場を早期に廃止するために，処分場

全域の保有水位を低下させ，好気的雰囲気の領域を拡大することにより，廃棄物の分解を促進し，早期

安定化を期待するとのシナリオのもとに現地実験を行い，実験結果に基づいて，処分場の周縁部と中央

部に集水暗渠を設置している 

写真-6 鋼管矢板継手遮水性能確認試験 
（工法4, 5, 6）（出典：表-1 注）の文献）  

ひびき灘開発株式会社は北九州市の第三セクタ－で，廃棄物処分及び廃棄物処分による分譲目的の土

地造成を行っている．同社の処分場の廃止手続きが完了した埋立地では，覆土等に透水性の低い土砂を
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使用し，雨水の廃棄物層への浸透を押さえるとともに雨水を道路下に埋設された雨水排水管に集水し海

面へ放流する方式を採用している．これは，フェニックスセンター尼崎沖処分場と同様の設備であるが，

保有水位が上がらないようにコントロールすることを主目的にしている． 
 b) 維持管理手法のあり方 

上記の事例調査等に基づいて周辺環境を汚染するリスクの軽減，廃棄物の早期安定化による効率的な

土地利用の推進等の観点から保有水管理のあり方等について検討した． 
これより，積極的に保有水等を処理し，廃棄物の安定化を早めることにより処分場の廃止までの期間

が短縮可能と考えられることから，保有水等処理施設の能力設定等，保有水等の処理計画は，このよう

な海面処分場の跡地利用を促進するという観点も含め，総合的な判断により行うことが重要である，と

いう新たな考え方の導入が望ましいと考えられる． 
 
5.2.3 施策への反映 

本研究で得られた知見は，国総研が委員として環境省が設置した委員会に参画し，検討した以下の制

度改正に反映された． 
(1) 廃棄物最終処分場跡地形質変更にかかる政省令の制定及び基準策定 

平成 16 年に廃棄物処理法が改正され，廃棄物が地中にある土地（最終処分場跡地等）で形質変更が行

われることにより，生活環境保全上の支障が生じるおそれがある区域を都道府県知事が指定し，指定区

域内での形質変更は施行方法の基準に従い実施することと都道府県知事への届出が義務づけられた．国

総研では同制度の施行に関連する政令，省令の制定及び施行に当たってのガイドラインの策定に参画し，

海面廃棄物処分場設計手法等に関する研究成果がこれらに反映された．同制度は平成 17 年 4 月から施行

された． 
 

(2) 海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マニュアル(案)の策定 
現在，廃棄物の最終処分場の閉鎖・廃止等の基準は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき「一

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により規定され

ている．ところが，海面最終処分場における閉鎖・廃止の適用の仕方について，各処分場で異なる考え

方が見受けられることなど，このままでは閉鎖・廃止後に周辺生活環境等への支障の恐れも危惧されて

いる．すなわち各処分場における閉鎖・廃止の適用状況の実態を把握した上で，それらの考え方を示す

必要が出てきた．このため．最終処分場における閉鎖・廃止の考え方を整理し，早期廃止に向けた構造

要件，具体的には，海面最終処分場における維持管理の考え方，閉鎖の考え方，廃止の考え方を早期廃

止の観点からとりまとめたマニュアル案が策定された．現在，本マニュアルの施行について環境省と国

土交通省で調整が進められている． 
また，研究成果は，現在改訂作業が進められている「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニ

ュアル（旧運輸省港湾局監修）」の改訂（平成 19 年に発行予定）に反映させる予定である．これにより，

提案した手法を活用した長期的な信頼性評価に基づく管理型廃棄物埋立護岸の計画・設計，維持管理等

が行われると期待される． 
 

5.2.4 今後の課題 

本研究課題において目標とした，①埋立護岸からの保有水の浸出に対する長期安全性評価手法の構築，

②信頼性の高い遮水構造の提案，③維持管理手法（モニタリング，保有水管理）の高度化のうち，①に

ついては，上述のとおり目標を達成できた． 
②に関しては，予算の制約から当所では実施せず，独立行政法人港湾空港技術研究所が民間企業との

共同研究として実施した．③に関しては，当初本プロジェクト研究の枠内で実施し，完了させる予定で，

保有水の水位管理等に基づく海面処分場の維持管理手法の高度化について，平成 16 年度に予備的な検討

を実施した．しかしながら，環境省が施行する予定である上述の「海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マ

ニュアル」との整合，港湾法に基づく「港湾の施設の技術上の基準」に廃棄物埋立護岸を位置付けるべ
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きかどうかの検討との整合を確保する必要があることから維持管理手法の備えるべき要件を整理したに

留まった．平成 18 年度内にガイドライン案をとりまとめることを目指して現在検討を進めている． 
 
成果の公表 
1)足立一美，北澤壮介：管理型廃棄物埋立護岸の浸透・移流分散解析による遮水性能の評価，国土技術政

策総合研究所資料 No.91，2003. 
2)北澤壮介，足立一美，森屋陽一，菱谷智幸，前村庸之：潮位変動を考慮した廃棄物埋立護岸の遮水性能

に関する研究，海洋開発論文集，第 19 巻，2003． 
3)足立一美，管理型廃棄物護岸・遮水工の耐震性能照査手法に関する考察，国土技術政策総合研究所資料 

No.215，2005． 
4)小田勝也：海面廃棄物処分場の信頼性向上，ベース設計資料 No.126，建設工業調査会，2005． 
5)小田勝也：海面処分場跡地利用に当たっての技術開発の現状と課題，廃棄物研究財団だより No.67，（財）

廃棄物研究財団，2006． 
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5.3 海面処分場立地のための社会的受容性の分析 

5.3.1 研究の概要 

海面処分場立地のための社会的受容性を分析するため，平成 14 年から廃棄物処分場の紛争事例につい

て情報収集を行った．研究を進めるなかで，海面処分場に関する紛争事例に大きく問題が顕在化したも

のが見あたらず，存在する資料が極めて希薄であった．このめ，海面処分場のみを対象とする研究を継

続することは適当でないと判断し，海面処分場を直接の研究対象とすることを 1 年間で終了した．海面

処分場を直接の対象として研究することは困難であったが，広く沿岸開発を対象として研究を進めるこ

とにより海面処分場についての社会的受容性を推測する示唆を得ることは可能であると考え，平成 15
年からは対象を沿岸開発に広げ，住民意識の分析によって社会的受容性の理解に接近しようとする研究

を行った． 
 
5.3.2 研究の成果 

(1) 廃棄物処分場の紛争事例 
陸上の廃棄物処分場の特徴を把握するため，陸上廃棄物処分場における紛争情報をインターネットに

より収集し，紛争の場所，廃棄物の種類，施設の規模，紛争の期間，問題物質，問題の程度，問題発生

の機構，廃棄物の量，問題解決のための対策について要点を整理した（表-12）．得られた事例から読み

取ることができる傾向は，「問題は基本的に安定型及び管理型処分場からの有害化学物質の漏洩である．」

ということであった．こうした問題の発生によって原因箇所の特定や対策工事に大きな費用が必要にな

るため，未然防止が重要であること，信頼性を著しく高める対策工法が必要であることが分かった． 
海面処分場については，一般的な処分場としての問題，例えば悪臭の発生やゴミ運搬車の通行による

騒音などの問題や，漁業影響などの埋立の一般的な問題の発生は 2 件ほどあったものの，海面処分場で

あるが故の紛争事例は見つからなかった． 
桜井（2002）は，新聞記事を 1992 年～2002 年まで調べた結果，次のようなことが分かったとしてい

る．建設に反対する内容が掲載されていた施設は 54 施設あり，そのうち新規運用に至った施設は 10 施

設である．1992 年～2002 年までの新規運用施設数 618 件に対し，1.6%の施設でしか反対運動が起こって

いない．また，反対運動が起こった施設のうち 44 施設が停滞や断念となっている．新聞記事に取り上げ

られるような反対運動が起これば，計画が長期化し，新規運用にまで進むのが難しい状況になる場合が

多いことがわかる．処分場建設反対の理由は，土地選定に対する疑問と安全性に対する不安がほとんど

の事例であげられていた．建設に反対する住民運動の内容は，反対運動団体の結成と陳情書の提出が多

い，などというものである．これらの分析は，今回インターネットから収集した事例の整理にも当ては

まる． 
瀬尾・高橋（1989）は廃棄物処理施設建設における紛争のパターンを対立型，条件型，行動型，協調

型に分類している．今回の分析では情報源をインターネットとしたため，条件型はその性格から情報が

掲載さておらず，把握されていない可能性が高い．このため，対立型，行動型，協調型といった分類に

当てはまる場合に，分析を行う際の参考にすることができると考えられる．さらに，瀬尾・古市ら（1993）
は，産業廃棄物処理施設の建設に対する住民の不安や反対の理由を，「何が持ち込まれるか分からない」，

「関係のないゴミを押しつけられる」，「なぜここに」，「ちゃんと処理されるか不安」，「公害発生

や健康影響が心配」，「リスクばかりの施設だ」，「イメージが悪い」，「業者はこわい・うそをつく・

騙すのではないか」，「業者が倒産したらどうなる」というように整理している．こうした整理も，ま

た今後の分析の参考になる． 
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表-12 廃棄物処分場における紛争事例の整理 

滋賀県
栗東市

(旧栗東町)
‐

埋立て後

安
定

産
業

◆面積
不明
◆容量
不明
◆期間
1982～1998年

①硫化水素②ベ
ンゼン，トルエン，
ホウ素，ＣＯＤなど
11種類の有害物
質

①15,200～
22,000ppm
(追加調査を含む)
②記載なし。いずれ
にしても環境基準は
超えている。

◆①ダンボールなどの有機物が土中の微生物に
分解されて雨水にも関係して大量の乳酸や脂肪
酸が生じる。それが、石膏ボードの硫黄源と土中
で硫酸還元菌と反応して硫化水素を発生させる。
②違法廃棄物を大量に埋めていると考えられる。
◆ガスとして地中にたまり大気中に拡散する恐れ
がある。

詳細不明。原因解明のた
めにも立ち入り調査や掘
削をして明らかにする必
要がある。

問題発生後の対策
①覆土。②ガス抜き管の設
置。
③発生原因確認のための立
ち入り調査や搬入物確認，掘
削

①遊離性の酸化鉄を多く含む土壌(火山灰土壌等)
を層状に30～50㎝敷くことによって、雨水の浸入を
抑え、有機物の嫌気化を防止する。②徐々にガス抜
きを行い換気による放散を行う。設置場所、廃棄物
の性状に留意した十分な調査計画が必要である。

福岡県
筑紫野市

‐
埋立て後

安
定

産
業

◆面積
不明
◆容量
不明
◆期間
不明

①硫化水素②ウ
ラン

①15,000ppm　②暫
定基準値0.002 mg/L
として、その2.4倍

◆①②上記と同様(そのとき、層内が30cmにも及
び湿潤状態で嫌気的性状であり、有機物が10％
含まれていた)。③悪臭対策として、注入している
硫酸第一鉄が硫化水素の発生を促進させるもの
となる。
◆上記と同様。

処分場面積が不明であっ
て、高さ30ｍの廃棄物の
層内に原因となる有機物
が10％含まれていた。石
膏ボードの量も不明であ
る。詳細は不明。

問題発生後の対策
上記の①②③④以外に、 ⑤
硫酸第一鉄の注入中止。⑥
石膏ボードの埋め立て中止。

⑤硫化第一鉄は硫化水素の生成を促進させる働き
があるために、注入を中止すべきである。⑥石膏
ボードによる硫黄源をなくすべきである。

愛知県
津島市

‐
埋立て後

管
理

一
般

◆面積
18,500㎡
◆容量
50,800?
◆期間
1996年～8ヶ月
間(終了)

悪臭が発生したが
詳細不明。

不明。 ◆記載なし。受入廃棄物は、不燃ごみ、粗大ご
み、廃プラスチック、焼却残さ(焼却灰、反応灰)と
されそれ以外の物質も考えられる。
◆処分場閉鎖後、遮水シートの再検査を行うた
びに、破損が箇所が増えていった。最高で３４箇
所にもなる。

閉鎖した理由は、遮水
シートの破損であり、やむ
を得ず既存処分場から、
粗大ごみ等の不燃物・廃
プラ・焼却灰など11,800?
を搬入して埋め立てを完
了させ閉鎖にした。

埋め立て中の対策
①遮水工法②水処理機

①遮水シートの素材を合成ゴム(E．P．D．M)とし、厚
みが1.5㎜の2重構造として、2重ライナー真空管理
方式とされている。一袋構造体を300㎡とし、43の袋
構造体ブロックとする。②廃棄物の重みでわき出る
地下水を処理するため、大手紡績会社から水処理
機を設置。集水管で地下水を汲み上げ、１時間当た
り６０? を放流する構造。

横浜市
神明台

‐
埋立て中

管
理

一
般

◆面積
35,000㎡
◆容量
810,000?
◆期間
1973～2007年
(終了予定)

①ダイオキシン②
塩化物イオンとカ
ルシウム

①少量－ダイオキシ
ンが出るこ自体、問
題。②高濃度
詳細不明。

◆焼却施設でプラスチック類による焼却灰からダ
イオキシンが発生する。
◆焼却灰中の塩分が水に溶け出す。遮水シート
の破損により地下の粘土層に浸透し流出する。

焼却灰7.3万トン/年，埋
め立て開始の1973年から
終了予定とされる2007年
までに約660万トン埋立て
られる。東京日の出町の
2倍。

埋め立て中の対策
①遮水シート

・2重の遮水シートの間にベントナイトシート(不織布)
を用いる。こうすることにより、自己修復機能が働き
遮水シート損傷時に浸出水よりベントナイトが膨張し
て損傷箇所を塞ぐことができる。・上部及び下部の
漏水を検知する。遮水シート１㎡あたり１c㎡の損傷
位置を検知することができる。

千葉県
八千代市

‐
埋立て中

管
理

一
般

◆面積
12,700㎡
◆容量
111,500?
◆期間
1995年～現在

①鉛②砒素③トリ
クロロエチレン④
テトラクロロエチレ
ン⑤ダイオキシン
(2002年2月、周縁
観測井24本中)

①0.012～0.019mg/L
②0.015～0.039mg/L
③0.07mg/L
④0.012mg/L
⑤1.4～2.6pg-TEQ/L

◆ごみの不完全燃焼による焼却残さ(焼却灰)。
◆遮水シートの亀裂によって漏水する。

詳細不明。総容量
111,500? の6割まで埋め
立ては進んでいる。(2002
年時、埋め立て廃棄物は
焼却残さの他、不燃物、
粗大ごみ等)

問題発生後の対策
①活性炭噴露装置，ろ過式
集塵器。②安定燃焼，完全燃
焼③脱臭装置(活性炭吸着
塔)④遮水シートの補修，不
織布の設置，地盤沈下対策

①活性炭噴露装置，ろ過式集塵器によるダイオキシ
ン削減を図る。②ごみの定量供給による安定燃焼
や高温(850℃以上)を維持した完全燃焼などによる
ダイオキシン発生の抑制を行う。③活性炭吸着塔
(悪臭ガスを活性炭に吸着させるシステム)などによ
り排ガスを高度処理する。

東京都
日の出町
・谷戸沢
・二ツ塚

‐
埋立て中

管
理

一
般

谷戸沢、二ツ
塚
◆面積
220,000㎡、
184,000㎡
◆容量
3800,000? 、
3700,000?
◆期間
1984～1998
年、1998～16

①ダイオキシン②
TBXP(トリブトキシ
エチルホスフェー
ト)③TCEP(トリク
ロロエチルホス
フェート)か④カドミ
ウム⑤ひ素⑥鉛
及びその他の化
合物⑦水銀及び
その他の化合物

①160ｇ
②③0.02 mg/L
最大なもので
④45.6mg/kg
⑤8.3mg/kg
⑥2200mg/kg
⑦4mg/kg

◆焼却灰、医療廃棄物、不燃物等の違反したご
み等が原因となる。
◆遮水シートが破損する。廃棄物の層が増すご
とにシートの敷き慣らしが難しくなる。そのとき、ご
みの圧力がかかると引っ張られて裂けてしまう。
特に雨水排水升付近のシートとボックスカルバー
トの接合部は裂け易い。

計600トン以上の焼却灰
(2001年4月～)。その他の
詳細は不明。

問題発生後の対策
①遮水シート②混合土③モニ
タリングシステム④電気漏洩
検知システム

①・厚さ1.5㎝以上の熱可塑性ポリウレタンシートは
強度、耐久性に優れる。・シートの接合は自動式熱
風溶着機を使用して完全に接合箇所が一体化して
引張り強度が強い。②ベントナイト混合土は止水性
を高め、浸出水の漏洩を防止する。③漏水位置を早
期検知できる。５０ブロックに分けてに設置。④シー
トは電気を通さないので、破損が生じた場合、シート
上の電極によりに電流が流れる。

山梨県
明野

‐
埋立て前

管
理

両
方

◆面積
86,000㎡
◆容量
520,000?
◆期間
5.5年(予定期
間)

事前評価：ダイオ
キシン

－

事前評価：
◆管理型の処分場であっても違法の廃棄物が持
ち込まれることによって、予定外の有害物質が含
まれることは避けられない。
◆大量の廃棄物を埋立てるために、不等沈下な
どが生じ、遮水シートが破損し、有害物質が外に
漏れる。

－

埋め立て開始前の対策
①遮水工法②焼却灰の処理

①・２重の遮水シート＋電気的j漏水検知システムの
組み合わせとなる。・シートの下にベントナイト等を
敷く。ただし、廃棄物が無害化する前にシートが劣化
し有害物質が外に漏れ出てしまうことは否定しきれ
ない。②搬入されてくる焼却灰を溶融化等して無害
化する。

対策 対策の詳細◆問題物質の発生原因　　◆漏洩の機構問題物質の量・程度 原因廃棄物の量場所 問題物質形式

 

 
限られた範囲の情報ではあるが，こうしたインターネットによる陸上廃棄物処分場の紛争事例と既往

の研究のレビューから導かれる廃棄物処分場の立地を検討する際に留意すべき事項は，①紛争回避努力

の重要性，②処分場の必要性と規模，③処分場の場所，④自区域内処理と広域処理の比較，⑤対象廃棄

物，⑥施設の構造，⑦施設の維持・管理，⑧モニタリング，⑨漏洩防止技術の高度化，⑩漏洩時の緊急

対応，⑪地域還元であると整理することができる（表-13）．この整理は，これだけを留意すれば十分で

あるというものではない．こうした点に留意することで紛争の発生や悪化を軽減できる可能性があると

いうものである．このため，海面処分場の立地を検討する際には，これらの留意事項の他にも地域や事

業の特性を種々分析し，必要な配慮を行うことが必要である． 
 

表-13 廃棄物処分場の立地を検討する際の留意事項 
No 項目 留意事項 
1 紛争回避努力の重要性 マスコミに取り上げられるような反対運動が起これば，計画が長期化し，運用開始に至るのが難しい

状況になることを認識し，そうした事態を回避する努力の重要性を認識する． 
2 処分場の必要性と規模 廃棄物の減量化や再資源化の努力をできるだけ具体的に示し，その上での必要処分量であることを示

す． 
3 処分場の場所 場所選定の考え方，現地の各種データ，代替地との比較などによって，なぜその場所に処分場を建設

する必要があるのかを，できるだけ具体的に示す． 
4 自区域内処理と広域処理の比較 自区域内処理と広域処分の長所短所を比較するなどし，選択した方式がより合理的であることをでき

るだけ具体的に示す． 
5 対象廃棄物 対象廃棄物の種類と選別方法を示し，処分場からの有害物質の漏洩等の不安をできるだけ取り除く．

6 施設の構造 施設の構造や埋立方法を示すなどし，処分場からの有害物質の漏洩等の不安をできるだけ取り除く．

7 施設の維持・管理 護岸や遮水工の健全性確保の方法，場内から排出する水の処理方法，廃棄物の搬入方法を示すなどし

て，処分場からの有害物質の漏洩，悪臭・騒音・振動，交通渋滞等の不安をできるだけ取り除く． 
8 モニタリング 工事期間，埋立期間，埋立後のモニタリングの方法と結果を開示するなどして，危険が大きくなる前

に検知する努力をしていることを示す． 
9 漏洩防止技術の高度化 処分場からの有害物質の漏洩が，人々の最も関心の高い事柄である．このため，処分場からの有害物

質の漏洩防止の信頼性を大きく高める技術開発に取り組む． 
10 漏洩時の緊急対応 有害物質の漏洩等が発見された場合の緊急対応のルール，体制などを示し，処分場からの有害物質の

漏洩等の不安をできるだけ取り除く．また，緊急時の汚染拡大防止や汚染処理技術の高度化に取り組

む． 
11 地域還元 埋立完了後の処分場の利用方法を示すなどして，地域の負担緩和の努力を示す． 

 

 46 



(2) 沿岸開発に関する住民の意識 
海面処分場についての社会的受容性を分析する際の参考とするため，有明海の環境問題を事例として

沿岸開発と環境保護についての住民意識を調査し，分析した． 
 
 a) 調査の対象者と調査票の送付 

アンケート調査の対象者は，熊本県熊本市，本渡市，菊池市の住民とし，住宅地図から無作為に各市

800 名を抽出し，全体で 2,400 名を抽出した．調査票は 2005 年 8 月に発送し，回収した． 
 
 b) 有明海の環境対策に対する認識 
(ｱ) 対策の方向 

有明海の環境の現状を考えたとき，各環境項目に対して，「今より悪化させない」，「もっと良くす

る」，「現状の対応でよい」，「対応を少し減らす」のいずれの取組が必要か，回答者の考えを質問し

た．そして，質問の際には，どの対策にも必ず何らかのコストがかかることを考慮するように付記した．

この質問に対する回答は，図-25 のとおりである． 
「もっと良くする」とした割合が最も多いのは「海岸でのゴミや利用のマナー」で，回答割合は 74%

である．次に多いのは，「魚介類」と「水質・底質」の 62%である．その次に多いのは，「藻場」の 44%，

「砂浜」の 41%，「干潟」の 39%，「公園や緑地」の 46%，「海や海辺の景観」の 38%である． 
「もっと良くする」と「今より悪化させない」をあわせ，「何らかの対応が必要」と考えている割合

が多いのは「水質・底質」，「海岸での利用やゴミのマナー」，「魚介類」で 90%強あり，1 位グルー

プを形成している．2 位グループは「干潟」，「藻場」，「砂浜」で 80%弱である． 
 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
その他

公園や緑地

歴史的文化的資源

海や海辺の景観

ゴミや利用のマナー

水質・底質

魚介類

岩場

砂浜

藻場

干潟

（凡例）■必要である　□できれば取り組む
／よく調べて必要なときは取り組む　×わからない

回答割合(%)

 

図-25 各環境項目に対する対応の必要度 
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(ｲ) 対策の重要な順位 
各環境項目に対する対策の取り組み方を調べただけでは，各環境項目間の相対的な対策の重要度が分

からない．そのため，対策をとることが重要であると考える環境項目を 1 位から 6 位まで質問した．そ

の結果を Logit モデルを使って各変数の重み係数を求めたものが図-26 である．1 位グループは，(ｱ)の

結果とは異なり，「水質・底質」，「魚介類」，「干潟」である． 
「海や海辺の景観」で若干の地域差があるが，それ以外は地域間で違いがほとんどない．それは，対策

間の相対的な重要度が地域ごとにあまり違いがないことを意味している． 
 

w1 w2 w3 w4 w5 w6 w7 w8 w9 w10
0

1

2

3

4

5

6

全体 熊本 本渡 菊池
 

（凡例）縦軸は重み係数の値，横軸は環境項目である．環境項目は，w1：「干潟」，w2：「藻場」，w3：「砂浜」，w4：「岩

場」，w5：「魚介類」，w6：「水質・底質」，w7：「海岸でのゴミや利用のマナー」，w8：「海や海辺の景観」，w9：
「歴史的文化的資源」，w10：「公園や緑地」である． 

図-26 対策の重み係数 
 

(ｳ) 有明海の環境に関心を持つ理由 
有明海の環境に関心を持つ最も大きな理由を質問した．その結果は図-27 のとおりである．回答割合

が大きいのは，「子供たちや後世の人々のために汚れのない自然を残さなければならない」の 39%，「む

だな開発による環境破壊を止めたい」の 23%，「水産資源の減少を防がなければならない」の 10%，「汚

れた環境は人間の健康を害するおそれがある」の 8%の順である． 
有明海の環境に関心を持つ理由を地域で分けてみると，「子供たちや後世の人々のために汚れのない

自然を残さなければならない」では熊本が少し小さく，「むだな開発による環境破壊を止めたい」では

本渡が小さい．「水産資源の減少を防がなければならない」では本渡が大きく，「汚れた環境は人間の

健康を害するおそれがある」では菊池が小さい． 
 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 NA0

10

20

30

40

50

60
凡例：■全体，□熊本，○本渡，△菊池

対策

地域別

選
択

率
(
%
)

 
（凡例）1：汚れのない環境は人生を快適にする，2：汚れた環境は人間の健康を害するおそれがある，3：子供たちや後世の人々

のために汚れのない自然を残さなければならない，4：あらゆる生命を大切にしなければならない，5：水産資源の減少

を防がなければならない，6：むだな開発による環境破壊を止めたい，7：その他，8：よく分からないが，何となく心配

だ，9：関心がない 

図-27 有明海の環境に関心を持つ理由 
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(ｴ) 費用の負担 

有明海の環境問題について周辺地域の人々や企業がどれだけ費用を負担すべきかを質問した．結果は

図-28 のとおりである．「ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしようもない」とした割

合が 45%で最も多い．それに対して，無力感を含んでいない「ほとんどを地域で負担すべき」を選択し

た割合は 3%しかない．2 番目に多いのは「ほとんどを全国で均等に負担すべき」で 22%，3 番目に多い

のは「有明海周辺地域と他地域が同等に負担すべき」で 17%であり，両者をあわせた何らかの割合で国

の負担を求める回答の割合は 39%である．「ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしよう

もない」では熊本が小さく，「有明海周辺地域と他地域が同等に負担すべき」では菊池が小さい． 
 

 1 2 3 4 5 NA0

10

20

30

40

50

60

70
凡例：■全体，□熊本，○本渡，△菊池

対策

選
択

率
(
%
)

 
（凡例）1：ほとんどを地域で負担すべき，2：ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしようもない，3：有明海周

辺地域と他地域が同等に負担すべき，4：ほとんどを全国で均等に負担すべき，5：その他 

図-28 有明海の環境問題に対する費用負担 
 
5.3.2 施策への反映 

海面処分場立地のための社会的受容性を分析するため，インターネット情報検索や文献の整理により，

廃棄物処分場の紛争事例について情報収集を行い，廃棄物処分場立地の際の紛争の特徴を把握し，廃棄

物処分場の立地を検討する際の留意事項を整理した．また，沿岸開発と環境保護についての住民意識分

析を有明海の環境問題を対象に行い，周辺地域の人々が持っている有明海の環境問題に対する認識の特

徴を把握した． 
ここで整理した海面処分量の立地を検討する際の留意点は，これだけを留意すれば十分であるという

ものではない．こうした点に留意することで紛争の発生や悪化を軽減できる可能性があるという性格の

ものである．このため，海面処分場の立地を検討する際には，これらの留意事項の他に地域や事業の特

性を種々分析し，必要な配慮を行うことが必要である．このようなものではあるが，ここで整理した留

意事項を海面処分場の立地を検討する際の参考とし，丁寧に各種の配慮を行うことにより，紛争発生の

リスクを低減することができると考える． 
マスコミ報道では特徴的な出来事が報道されるが，そこから地域の人々が沿岸開発や環境保護に対し

てどのような認識を持っているかを推量することができない．有明海の環境問題のような広域的な問題

に取り組んでいくためには，科学的知見の他に地域の人々がどのような思いを持っているかを知ること

が必要である．この研究によって，地域の人々が有明海の環境に対してどのような認識を持っているか

について一定の知見を提供することができたと考える．また，こうした知見は，他の地域での沿岸開発

を考える際にも有益な示唆を与え，紛争発生を低減させ，より良い公共事業を行っていくことにもつな

がる有用なものである． 
 
5.3.3 今後の課題 

海面処分場の紛争は，建設事例が陸上に比べて著しく少ないこともあり，事例や情報が不足していた

ため，直接に分析を行うことができなかった．このため，海面処分場についての紛争が発生した場合に

はそれについての情報を蓄積し，分析につなげていく環境の整備に努めることが必要である． 
沿岸開発と環境保護についての住民意識調査は，回答率が低く，結果の信頼性が十分とは言えない．

このため，今後は，もっと偏りの少ない，回答率の高いアンケートを行い，人々の意識をより正確に把
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握していくように努めることが必要である． 
今回行った研究方法以外にも種々の研究方法がある．そうした様々な手法をうまく動員して，社会の

状態や動きをより正確に把握することに努めることも，分析の信頼性や有効性を高めていくために必要

である． 
 
成果の公表 
1) 鈴木武：有明海の環境問題に対する周辺地域住民の意識の特徴，環境システム研究論文発表会講演集，

Vol.33，土木学会，2005 年 11 月，pp.239-244． 
2) 鈴木武：有明海の環境に対する周辺地域の人々の意識構造，有明海・八代海の再生・維持への研究，

熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター，2006 年 3 月． 
3) 鈴木武：有明海の環境に対する住民の意識構造，国土技術政策総合研究所資料，No.325，2006 年 9

月． 
4) 鈴木武：コンジョイント分析による有明海の環境改善に対する支払意思の推定，環境システム研究論

文発表会講演集 Vol.34，土木学会，2006 年 10 月，pp.85-90． 
5) 鈴木武：住民意識からみた有明海の環境問題，港湾空港技術特別講演会 in 九州，2006 年 11 月． 
 
参考文献 
1) 桜井宏之（2002）：一般廃棄物最終処分場建設における反対運動及び新規運用の要因分析，滋賀県立

大学． 
2) 瀬尾潔・高橋富男（1989）：廃棄物処理施設建設にかかわる紛争要因の解析，第 10 回全国都市清掃

研究発表会講演論文集，全国都市清掃協会，pp.13-15． 
3) 瀬尾潔・古市徹・高橋富男（1993）：産業廃棄物処理施設の住民合意と公共関与の課題，第 4 回廃棄 

物学会研究発表会講演論文集，廃棄物学会，pp.68-83． 
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6. 今後の課題 

 

6.1 ゴミゼロ型・資源循環型社会形成に向けた今後の課題 

ゴミゼロ型・資源循環型社会とは，社会全体で資源の再利用や循環のシステムを利用し，最終処分の極

小化を実現する社会であると考えることができる．このような社会の形成に向けては広範な検討課題があ

り，また廃棄物処理の一連のプロセス（発生抑制，再利用，再資源化，輸送：静脈物流，最終処分）が有

機的に連携する必要がある． 
今回の研究においては，この広範な検討課題のうちの幾つかの要素について検討を行っているが，個々

の成果については政省例の改正や基準，マニュアル等に反映されたものが数多くあり，研究の目的は概ね

達成されたと評価される． 
今後は，これらの個別要素を有機的に連携させ，社会全体での資源の再利用や循環のシステムを形成す

るための検討が必要となる．具体的には，以下の事項を念頭に置きながら研究を進めていくべきであろう． 
第一に，ゴミゼロ型・資源循環型社会の全体像についてイメージを持つことが必要である．各要素間を

連携させるにあたっては，その最終的なゴールとなる絵姿について共通の認識を持つことが必要であろう． 
第二に，異なる産業間の連携を想定する必要がある．ある産業から排出された廃棄物が，他の産業にお

ける原材料として利用される場合もある．例えば，製鉄業における排出物である鉄鋼スラグは，セメント

の材料となっており，これらの産業間では実際の連携を行っている事例もある． 
第三に，廃棄物処理の一連のプロセス（発生抑制，再利用，再資源化，輸送：静脈物流，最終処分）の

間の連携を想定する必要がある．例えば今回の研究では，静脈物流ネットワークの部分は独立した形での

検討を行っているが，今後は他の個別研究（建設廃棄物や木質系建築廃棄物に関する検討）と連携を図れ

ば，より現実性の高い成果が得られることが期待される．さらに進んで，製品等のライフサイクル全体を

対象範囲として含めた検討を行うことも検討に値する． 
 
6.2 個別研究課題における今後の課題と取り組み 

個別検討課題について，今後の課題と取り組み事項を示す． 
 
6.2.1 建築廃棄物の発生抑制，リサイクル技術 

(1) 木質系建築廃棄物の発生抑制技術の開発 
今後の課題としては，①改修や増改築時に発生する解体材の分別と再資源化技術の開発，②有害物質を

含んだ廃棄物の再資源化技術及び適正処理技術の開発などが挙げられる．これらについては，総プロ「持

続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発（SB 総プロ）」等，別課題において研究を計

画あるいは実施しているところである． 
(2) 建設混合廃棄物の合理的な再資源化技術に関する研究 

現状での再資源化における最大の課題は経済性であり，今後は，受入条件のみならず，受入条件のクリ

アにむけて生ずる排出側のコスト，受入側の条件解消により生ずるコスト等の検討が必要となる．また，

建材製造業のみならず他産業とこれらの受入条件等の情報交換をすることで，資源の有効利用の推進が期

待できる．今後，広範な情報分析及び集約が望まれる． 
本研究は，総プロ「持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発（SB 総プロ）」の

LCW 評価手法の開発において，発展的に継続しており，成果の活用がなされる予定である． 
 
6.2.2 静脈システム形成に関する技術 

(1) 生ごみ等有機系廃棄物の最適処理による環境負荷低減技術に関する研究 
ディスポーザー排水の下水道施設による収集及び処理に関しては，ガイドラインが策定されたことを受

け，関連する調査研究及びディスポーザー導入の影響評価事例につきフォローしていく予定である． 
分散型静脈系システム（分散型生ごみ処理システム）に関しては，研究成果の普及を図るとともに，街

区・地区レベルにおける公共的サブインフラとしての生ごみ処理システムについても，検討を進めること
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としたい． 
(2) 静脈物流ネットワークの計画手法に関する研究 

今後は，データ不足による研究の制約を解消するため，静脈物流ネットワーク形成を主目的とした公共

主体による統計調査を行う必要がある．例えば，物流関係の統計において，廃棄物関係の品目を調査対象

として追加する必要がある．またネットワーク化による効果の検証を今回の研究では取り扱ったが，今後

は全国において拠点となる港湾を配置することを目的に，港湾の規模と配置を最適化するための手法の検

討が必要である． 
 
6.2.3 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 

(1) 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の性能設計に関する研究 
遮水工健全性評価手法の実用化に向けて，耐久性の検証，計測機器も含めたシステム設計，施工方法等

について，実海域等における実証実験により検討を進めることが必要である． 
遮水工の損傷検知技術，補修・修復技術の開発に当たっては，廃棄物海面処分場及びその周辺における

有害物質の挙動予測や環境リスク評価も考慮した手法の検討が必要である． 
(2) 管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の開発 

保有水の水位管理，保有水等の水質モニタリング等に基づく海面処分場の維持管理手法の高度化につい

て，平成 18 年度内にガイドライン案をとりまとめることを目指して引き続き検討を進める． 
(3) 海面処分場立地のための社会的受容性の分析 

海面処分場の紛争は，建設事例が陸上に比べて著しく少ないこともあり，事例や情報が不足していたた

め，直接に分析を行うことができなかった．このため，海面処分場についての紛争が発生した場合にはそ

れについての情報を蓄積し，分析につなげていく環境の整備に努めることが必要である． 
沿岸開発と環境保護についての住民意識調査は，回答率が低く，結果の信頼性が十分とは言えない．こ

のため，今後は，もっと偏りの少ない，回答率の高いアンケートを行い，人々の意識をより正確に把握し

ていくように努めることが必要である． 
今回行った研究方法以外にも種々の研究方法がある．そうした様々な手法をうまく動員して，社会の状

態や動きをより正確に把握することに努めることも，分析の信頼性や有効性を高めていくために必要であ

る． 
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ひずみエネルギー密度関数を用いた 
遮水シートの二軸引張変形挙動評価 

 

 

狩野真吾1・小田勝也2・近藤三樹郎3 

 

 本研究では廃棄物最終処分場に敷設される軟質PVC，HDPE，SMePEの各遮水シートを対象に，ひずみエネルギ

ー密度関数（W関数）を用いた遮水シートの二軸引張変形時の応力－ひずみ曲線の推定精度を検討した．軟質

PVC，HDPE，SMePEの各遮水シートについて，一軸拘束二軸引張試験結果からそれぞれのW関数を求め，均等二軸

引張変形時の応力－ひずみ曲線を計算した．この計算値と二軸引張試験における実測値とを比較した結果，軟

質PVCでは15～40 %，HDPEでは3～4 %，SMePEでは6～15 %までのひずみ領域に対して，W関数は10 %以内の誤差

で実験値の応力を推定可能であることがわかった．ここで，敷設面不陸に追従した際の軟質PVCに発生するひ

ずみは最大でも15 %程度であるという既往の研究結果を考慮すると，たとえば軟質PVCの裏込不陸への追従性

を検討する場合，W関数による推定手法は十分に適用可能であると考えられる． 

 

キーワード：遮水シート，二軸引張試験，ひずみエネルギー密度関数，応力－ひずみ曲線 
 

 

１．はじめに 
 

廃棄物最終処分場に敷設される遮水シートの性能値

を規定する場合，遮水シートに発生する応力状態を考慮

し，それを再現できるような試験方法および解析手法に

よって検討がなされるべきである．これに対し，設計に

用いられる遮水シートの性能値は一軸引張試験による結

果が主となっている．海面処分場の場合，遮水シートは

地盤の不等沈下，自重や上載荷重等の引き込み力による

引張変形，敷設面不陸への追随，突起物の貫入等，二次

元的な変形挙動を示す場合が少なくない．陸上処分場お

よび海面処分場に敷設される遮水シートの力学的性質に

関して，これまでさまざまな検討が行われてきた．その

結果，突起物の貫入による遮水シートの変形破断挙動1～

3)，海面処分場に敷設された遮水シートの変形状態4)，地

盤の不等沈下への変形追随性の評価手法5，6)等が明らか

にされた．しかし，二軸応力下での遮水シートの性能値

は設計に反映されていないのが現状である．その理由と

しては，二軸応力下での遮水シートの挙動を検証するた

めの二軸引張試験が一軸引張試験に比べて手間がかかり，

工学的には一軸引張試験がより汎用性の高い試験方法で

あること等が挙げられる． 

一方，ゴム材料の力学を対象とした研究分野では，

ゴム材料のひずみエネルギー密度関数（以下，W関数と

記す．）の関数形が明らかにされ，ゴム材料の二軸引張

変形時における応力ひずみ挙動のW関数による検討がな

されている7)．これに対し，W関数による評価手法が遮水

シートの設計に用いられた例はない．遮水シートの力学

的性質を正しく把握し，その結果が遮水シートの設計に

反映されることは，管理型廃棄物最終処分場の信頼性設

計法の構築に必要不可欠な検討事項である． 

そこで，本研究では，遮水シートの二軸引張変形時

の挙動を明らかにするため，シート供試体を用いた二軸

引張試験を実施した．その際，供試体の厚さの変化，お

よび引張速度が変形挙動に及ぼす影響について考慮した．

また，ゴム材料のW関数に関する上述の検討例を基礎に

して，一軸拘束二軸引張試験結果を用いて遮水シートの

W関数を求めた．さらに，二軸引張変形時の応力－ひず

み曲線について実験値とW関数を用いた計算値とを比較

することにより，W関数による遮水シートの応力－ひず

み曲線の推定精度を検討した．  
 

２．二軸引張試験 
 

(1) 二軸引張試験機 

 二軸引張試験は大阪府立産業技術総合研究所所有の二

軸引張試験機を使用して行った．試験機の概略図を図－

１に，装置の写真を写真－１に，主な仕様を表－１にそ

れぞれ示す．この試験機は水平軸，鉛直軸が個別にコン

ピュータ制御されており，鉛直軸を自動荷重－ひずみ制

御で荷重拘束し，水平軸に荷重をかけて引張る一軸拘束

二軸引張試験，および鉛直軸，水平軸に均等に同時に荷

重を負荷する均等二軸引張試験を行うことが可能である．

試料のつかみ部は試料の1辺あたり各4個のチャックで均

1正会員，東北大学大学院環境科学研究科，研究員（〒980-8579 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉6-6-20） 
2正会員，国土技術政策総合研究所 沿岸防災研究室，室長（〒239-0826 神奈川県横須賀市長瀬3-1-1） 
3正会員，土木シート技術協会，理事（東ソー・ニッケミ株式会社（〒105-0014 東京都港区芝2-5-10 ）） 
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等に把持し，試験時に各チャックが試験片の自由変形に

応じて連動し移動することが可能である． 

 一軸拘束二軸引張試験および均等二軸引張試験の各試

験方法と現実の遮水シートの変形挙動の対応については，

以下のように考えられる．すなわち，法面平行方向はシ

ート相互が溶着され変形が拘束されているのに対し，法

面垂直方向はシートの自重や上載荷重による引き込み力

によって引張変形が生じやすい．一軸拘束二軸引張試験

はこのような片側を拘束された状態でのシートの変形挙

動に対応する．また，突起物が貫入した場合，あるいは

遮水シート敷設面に陥没等があり上載圧等の影響でシー

トが陥没内に向かって変形する場合等においては，遮水

シートには局所的に等方的な引張応力，すなわち均等二

軸応力が発生すると考えられる． 

 

(2) 試験に使用した材料 

 二軸引張試験の供試体には，海面処分場への施工実績

が多いポリ塩化ビニル系シート（軟質PVC：厚さ3.0 

mm），および陸上処分場で施工実績のあるポリエチレン

系シート（HDPE：厚さ1.5 mm，SMePE：厚さ3.0 mm）の計

3種類の材料を使用した．供試体の寸法と形状は一辺が

15 cmの正方形とした． 

 

(3) 試験方法 

試験の手順はまず，15 cm×15 cmの大きさに成形した

供試体を二軸引張試験機の試料つかみ部に設置し，チャ

ックで均等に把持した．その後，一軸拘束二軸引張試験

を50 mm/minの一定速度で，また，均等二軸引張試験を

有効試験片寸法
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最大測定変位

引張速度範囲
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記録計 データ処理装置

計測制御装置

ロードセル(Ｙ軸)

ロードセル(Ｘ軸)

サーボモーター

鉛直方向(CD)

水
平
方
向(M

D)

試料

有効試験片寸法

最大荷重容量

最大測定変位

引張速度範囲

試験温度範囲

最大200mm×200mm

X軸，Y軸ともに49kN

X軸，Y軸ともに400mm

0.1～500mm/min

-20～200℃

サーボモーター

記録計 データ処理装置

計測制御装置

ロードセル(Ｙ軸)

ロードセル(Ｘ軸)

サーボモーター

鉛直方向(CD)

水
平
方
向(M

D)

試料

表－１ 二軸引張試験機の主な仕様 

図－１ 二軸引張試験機の概念図 
写真－１ 二軸引張試験機（大阪府立産業技術総合研究所所有） 

図－２ 供試体の寸法および厚さの測定箇所 
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表－２ 試験ケース 
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50 mm/minあるいは5 mm/minの一定速度で実施し，供試体

が破断するまでの荷重と変位を計測した．その際，荷重

はロードセルで測定し，変位はクロスヘッドの移動量

（チャック間距離）を測定した．なお，試験室の温度は

23℃に保ち，また，試験回数は1回とした． 

 

(4) 厚さの測定方法 

 均等二軸引張変形中の供試体の厚さの変化を把握する

ため，試験中に数回，載荷を数分程度一時的に停止し，

供試体の厚さを外側キャリパーゲージで測定した．供試

体にはあらかじめ格子線を引いておき（図－２），厚さ

の測定は中心部の9点（A1～A3，B1～B3，C1～C3）を対象

に行った．なお，あらかじめ別途の試験で供試体の破断

伸びを測定しておき，その破断伸びを5等分した各段階

で初期状態も含めて5回測定した． 

 

(5) 試験ケース 

 試験ケースを表－２に示す． 

 

３．試験結果 
 

(1) 一軸拘束二軸引張時の変形および破断挙動 

 供試体の変形の様子を写真－２に，破断の様子を写真

写真－２ 一軸拘束二軸引張試験で変形する軟質PVC 

 

写真－３ 一軸拘束二軸引張試験で破断する軟質PVC 

図－３ 一軸拘束二軸引張変形時の荷重－変位曲線

図－４ 一軸拘束二軸引張変形時の応力－ひずみ曲線 
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－３にそれぞれ示す．破断は，いずれの供試体のケース

も供試体のつかみ部分（角部）が引き裂かれることによ

り発生した．これは，隣り合うチャック間において局所

変形による応力集中が発生したためと考えられる．とく

に角部は供試体が縦，横方向に引っ張られるため，他の

部分より大きな応力集中が作用したと考えられる．この

ような破断は引張変形時の二軸応力が原因で発生したも

のではないため，材料の二軸応力下における破断時性能

を評価することはできなかった． 

 軟質PVC，HDPE，SMePE各供試体の荷重と変位の関係を

図－３に，測定した荷重を断面積で除して得られた応力

（MPa）と初期の試料幅に対するひずみとの関係を図－

４にそれぞれ示す．図中の×印は破断点を示している．

荷重－変位曲線および応力－ひずみ曲線ともに，軟質

PVCは変位（ひずみ）の増加とともに連続的に荷重（応

力）が増加し，明確な降伏点は存在しなかった．一方，

ポリエチレン系供試体であるHDPEとSMePEは変形初期に

急激に荷重（応力）が増加した．HDPEは荷重（応力）の

最大点で破断が発生した．一方，SMePEは変位が300 mm

を越えた時点で試験を終了した．これら3種類の供試体

の荷重（応力）増加傾向は一軸引張変形時に一般的に見

られる挙動と類似するものである．なお，図中における

最大点は供試体のつかみ部分における破断を示し，これ

は前述のように供試体の真の破断点とは異なる．なお，

変形のごく初期に見られる曲線の急激な立ち上がり（た

とえば軟質PVCにおいて約1 kNの荷重まで，もしくは約5 

MPaの応力までを指す．）は試験機の測定上の誤差の影

響を受けた結果であり，供試体の本来の変形挙動ではな

い． 

 

(2) 均等二軸引張時の変形および破断挙動 

 均等二軸引張試験における供試体の破断は，一軸拘束

二軸引張試験の時と同様，供試体の角部から発生した．

これもやはり，つかみ部分で発生した応力集中が原因と

考えられる． 

 軟質PVC，HDPE，SMePE各供試体の荷重と変位の関係を

図－５に，荷重を断面積で除して得られた応力（MPa）

と所期の試料幅に対するひずみとの関係を図－６に示す．

図中の実線は鉛直方向の挙動を，破線は水平方向の挙動

をそれぞれ示している．また，図中の×印は破断点を示

している．鉛直方向と水平方向の曲線の傾向はどの供試

体も同じことから，供試体は両軸方向に均等に変形した

ことがわかる．軟質PVCは変位（ひずみ）に対して荷重

（応力）が徐々に増加したのに対し，ポリエチレン系供

試体であるHDPEとSMePEは変形初期に急激に荷重（応

力）が増加した．この荷重増加傾向は，一軸引張変形時

や一軸拘束二軸引張変形時の挙動と類似するものである．

なお，変形のごく初期に見られる曲線の急激な立ち上が

りは一軸拘束二軸引張試験結果と同様，試験機の測定上

の誤差の影響を受けた結果である． 

 

(3) 引張速度の違いが二軸変形挙動に及ぼす影響 

 2種類のポリエチレン系シートについて，引張速度を

50 mm/minおよび5 mm/minでそれぞれ一定とした時の試験

結果を図－７に示す．ただし，図中の曲線はどちらの引

張速度についても鉛直，水平両軸の算術平均値を示して
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図－５ 二軸引張変形時の荷重－変位曲線 

図－６ 二軸引張変形時の応力－ひずみ曲線に関する試験値とW関数による計算値との比較 
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いる．原点と5 %ひずみ時のプロットを直線で結んだ5 %

割線弾性係数は，HDPEの50 mm/minでは14.0 MPa，5 

mm/minでは11.9 MPaだった．一方SMePEの50 mm/minでは

12.8 MPa，5 mm/minでは7.5 MPaだった．また，最大応力

は，HDPEの50 mm/minでは14.2 MPa，5 mm/minでは12.4 MPa

だった．一方SMePEの50 mm/minでは18.8 MPa，5 mm/minで

は10.6 MPaだった．以上の結果から，一軸引張変形時に

おいて一般的に見られるように，二軸引張変形時もまた，

引張速度が大きい方が遮水シートは高弾性，高強度であ

ると言うことができる． 

 

(4) 二軸引張変形時の厚さの変化について 

軟質PVCについて，図－８に厚さを測定したケースの

応力－ひずみ曲線を示す．厚さの測定は図中の矢印の点

で行った．載荷を一時的に停止した影響による応力緩和

が見られる． 

厚さの測定結果を図－９に示す．測定箇所ごとの厚

さのばらつきは最大でも0.1 mm程度であり，供試体全体

が均一に変形したことがわかる．9箇所の厚さの算術平

均値は，変形が進行するにつれて，3.0 mm，2.2 mm，1.7 

mm，1.3 mm，1.1 mmと減少した． 

次に，鉛直，水平方向への伸び量と厚さから計算し

た供試体の体積を変形前の体積で規格化した結果を図－

１０に示す．その結果，供試体の体積は変形とともに

徐々に増加し，80 %ひずみでは変形前の約1.15倍になっ

た．体積が増加した理由として，高分子鎖の切断に伴う

ミクロボイドの発生，拡大の可能性が考えられるが，詳

細については不明である． 

 

４．W関数を用いた二軸引張変形時の応力－ひずみ 

曲線の推定 
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図－７ 異なる引張速度における二軸引張試験結果
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図－８ 厚さ測定時の軟質PVCの応力－ひずみ曲線 

図－９ 二軸引張時における軟質PVCの厚さ変化

図－１０ 二軸引張時における軟質PVCの体積変化率 
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(1) W関数の求め方 

W 関数は数学的大変形理論として扱われ，主に弾性体

を対象にして研究が進められてきた．一軸伸張を例にと

ると，試験片を伸張させるのに外力がなした単位体積当

りの仕事は変形前の体積を基準にすると， 

( ) ∫=
1

1

λ

λσλ dW         (1) 

で与えられる．λは伸張比，W は弾性体をひずませる仕
事であるが，W は同時に弾性体内にひずみエネルギーと

して貯えられるエネルギーでもある．ここで，厳密には

高分子化合物は非弾性の性質も持つため，変形時に外部

からなした仕事はそのまま内部の弾性エネルギーの増加

と等しくならない．ここでは仮に物体を弾性体とみなし

て外力と変形の関係からWを決定すると，応力とひずみ

の関係はこの Wにより求まる．また，Wは物体が非弾性

の性質を帯びる場合も外力－ひずみの関係を推定するの

に唯一の手がかりとなる関数である8)． 

 変形時に非圧縮性を仮定すると，二次元応力状態での

応力，伸張比とひずみエネルギー密度関数の偏微分値と

の関係は以下のように表される8)． 

( ) ( ) ( ) 











−
−

−−
=

∂
∂

−− 2
21

2
2

2
3
2

2
21

2
1

1
3
1

2
2

2
11 2

1
λλλ
σλ

λλλ
σλ

λλI
W

      (2) 

( ) ( ) ( ) 











−
−

−−
=

∂
∂

−− 2
21

2
2

22
2

21
2
1

11
2
1

2
22 2
1

λλλ
σλ

λλλ
σλ

λλI
W

      (3) 

ここに， 

2
2

2
1

2
2

2
11

−−++= λλλλI                   (4) 

2
2

2
1

2
2

2
12 λλλλ ++= −−I                  (5) 

 均等二軸変形時は λλλ == 21 なので，応力は次式のよ

うに表される． 









∂
∂

+
∂
∂









−=

2

2

1
5

12
I
W

I
W λ

λ
λσ             (6) 

ここに， 

42
1 2 −+= λλI         (7) 

24
2 2 −+= λλI         (8) 

 また，一軸拘束二軸引張変形での応力は次のように表

される8)． 









∂
∂

+
∂
∂






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
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
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21
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2
1

1
1

12
I
W

I
W

λ
λ

λ
σ       (9) 









∂
∂

+
∂
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


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

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2

2
1

1
2
1

2
112

I
W

I
W λ

λ
σ      (10) 

ここに， 

11
2
1

2
121 ++==

λ
λII        (11) 

 一軸拘束二軸引張試験での実測値である 121 ,, λσσ を式

(9)，式(10)に代入することにより， iI と iIW ∂∂ の関係

が求まる．この関係を利用して，均等二軸引張変形時の

供試体の応力－ひずみ曲線を推定することが可能となる． 

 

(2) 一軸拘束二軸引張試験結果に基づくW関数の推定 

 W の偏微分値 1IW ∂∂ ， 2IW ∂∂ を求めるため，式(9)，

式(10)を次式のように変形した． 

( ) 











−
−
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∂
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∂
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1
λ
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          (13) 

 軟質 PVC について，式(12)，式(13)の 121 ,, λσσ に試験

値を代入することにより求められた 1IW ∂∂ ， 2IW ∂∂ を，

1I に対してプロットしたものを図－１１に示す．

1IW ∂∂ ， 2IW ∂∂ はいずれも 1I の，したがって伸張比λ

の複雑な関数であることがわかる．すなわち， 1IW ∂∂

は小変形領域では変形の増加に伴い最初は急激に低下す

るが，極小値をとった後は約 9 MPa付近で極大値を取り，

その後は変形とともに徐々に減少した．一方， 2IW ∂∂

は小変形領域において変形の増加に伴い最初急激に増加

し，極大値を取った後は 0.2～0.7 MPa の間で変曲しな

がら徐々に減少した． 

  

(3) W関数を用いた応力－ひずみ曲線の推定精度 
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図－１１ Wの偏微分値の計算結果
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上述の方法で求められた 1IW ∂∂ ， 2IW ∂∂ をλの試

験値とともに式(2)に代入し，均等二軸引張変形時の応

力を計算した結果を図－６に示す．図中の破線は計算値

を，実線および一点鎖線は試験値をそれぞれ示す．なお，

横軸は伸張比をひずみに変換して表示している．また，

試験値の応力は測定値である荷重を断面積で除して計算

し，ひずみは初期の供試体幅に対する伸び率を計算した

結果である． 

試験値と計算値とを比較した結果，どの供試体も低

ひずみ側では両者の傾向はよく一致したが，高ひずみ側

では大きなずれが生じた．その理由としては，二軸引張

変形では伸張比の2乗の項が 2IW ∂∂ にかかるため，高

ひずみ側では小さな誤差が無視できなくなった，あるい

は，W 関数は物質を弾性体と仮定しているが，高ひずみ

側では供試体の非弾性的性質が無視できなくなった，等

が考えられる．軟質PVCに比べ，ポリエチレン系シート

の方がその傾向が顕著だった． 

図－１２は，W 関数を用いて計算した応力値が試験値

とどの程度一致するかを示した図である．縦軸は次式に

よる計算結果である． 

m

cm
ratio 1

σ
σσ

σ
−

−=        (14) 

ここに， mσ は試験値， cσ は計算値である． 

その結果，応力の試験値と計算値が 80 %以上一致す

る，すなわち，両者の差異が 20 %未満である変形領域

は，軟質 PVC では約 10 %～60 %，HDPE では約 2 %～10 %，

SMePE では約 4 %～30 %の各ひずみ範囲だった．さらに，

両者の差異が10 %未満である変形領域は，軟質PVCでは

約 15 %～40 %，HDPE では約 3 %～4 %，SMePE では約 6 %

～15 %の各ひずみ範囲だった． 

ここで，実際の廃棄物海面処分場において，遮水シ

ートに局所的な二軸応力が発生すると考えられる敷設面

不陸への追随時の挙動を土槽実験により検証した結果，

静的な環境下で不陸に追随する軟質PVC製遮水シートに

発生したひずみは最大でも15 %程度であった 9)．この結

果を考慮すると，たとえば軟質PVCの裏込不陸への追随

性を検討する場合，W 関数を用いて計算した応力値は実

際の値に対して 90 %以上の推定精度を有していること

から，W 関数による推定手法は十分に適用可能であると

考えられる．ただし，本推定手法では遮水シートの変形

の時間依存性や温度依存性は考慮されていないため，実

際の推定においてはこれらの諸特性を十分に考慮するこ

とが望ましい．  

 
５．まとめ 
 

 本研究では，管理型廃棄物最終処分場に敷設される遮

水シートを対象とし，一軸拘束二軸引張試験ならびに均

等二軸引張試験を行った．また，一軸拘束二軸引張試験

によって遮水シートのW関数の偏微分値を求めた．さら

に，得られたW関数形を用いて遮水シートの二軸引張変

形時の応力ひずみ挙動の評価を試みた．以下に得られた

結果を示す． 

(1) 二軸引張試験により，一軸拘束二軸引張変形時およ

び均等二軸引張変形時の軟質PVC，HDPE，SMePEの各応力

ひずみ関係が明らかになった． 

(2) HDPEおよびSMePEについて引張速度を変化させて均等

二軸引張試験を行った結果，引張速度が大きい方が供試

体は高弾性，高強度であることがわかった．また，軟質
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図－１２ W関数による二軸引張変形時の応力の推定精度 
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PVCについて均等二軸引張変形中の厚さを測定した結果，

変形中の供試体の体積は80 %ひずみにおいて変形前の約

1.15倍に増加することがわかった． 

(3) W関数を用いて均等二軸引張変形中の遮水シートの

応力－ひずみ曲線を計算した結果，どの供試体も低ひず

み側では試験値と計算値の傾向はよく一致したが，高ひ

ずみ側では大きなずれが生じた．さらに，W関数による

応力－ひずみ曲線の推定精度が明らかになった． 

 今後は，保護マットの二軸引張変形挙動，および遮水

シートと保護マットを重ね合わせた時の二軸引張変形挙

動について検討する予定である．また，突起物の貫入や

引き込み力作用時の引張変形等，実際の現場を想定した

遮水シートの変形挙動に対する本推定手法の適用性につ

いて，今後さらに検討を行っていく予定である．また，

二軸引張試験は一軸引張試験に比べて複雑であり，計測

時の誤差が供試体の性能に及ぼす影響が現時点では不明

確なため，より詳細な議論をするためには同一種の供試

体による再現性の検討を行う必要性がある．なお, 本研

究の成果の一部は土木シート技術協会が大阪府産業技術

総合研究所に委託した研究の結果を活用したものである． 
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EVALUATION OF BIAXIAL TENSILE BEHAVIOR OF WATERPROOF SHEETS 
BASED ON THE STRAIN ENERGY DENSITY FUNCTION 

 
Shingo KANO, Katsuya ODA and Mikio KONDO 

 
   In this study, we tried to examine the accuracy of estimation for stress-strain curve in biaxial extension 
condition which was calculated by strain energy density function of waterproof sheets laid on a seepage 
structure in a controlled waste disposal site. The partial differential value of the strain energy density 
function was determined by the pure shear test. After a comparison between calculated stress-strain curve 
and that from the biaxial extension test, calculated values were correspond with the testing data within 
10 % error for the range from 15 to 40 % strain for PVC, 3 to 4 % for HDPE and 6 to 15 % for SMePE. 
The previous study says that the strain of waterproof sheet made of PVC laid on backfilling unevenness 
was at most 15 %. Thus, we suggest that the application of strain energy density function for the 
evaluation of waterproof sheet deformation due to unevenness of backfilling slope in a controlled waste 
disposal site should be possible. 
 
Keywords: Waterproof sheet, Biaxial tensile test, Strain energy density function, Stress - strain curve. 



海面廃棄物最終処分場における遮水シートの変形・

破損検知技術の開発 

国土技術政策総合研究所 沿岸海洋研究部 沿岸防災研究室長 

小田 勝也 

 

はじめに 

海面廃棄物最終処分場（港湾施設としての「廃棄物埋立護岸」）は，大都

市圏を中心として廃棄物処理等に大きな役割を果たしている．管理型廃棄物

埋立護岸には，常時・異常時を問わず，護岸内部の管理型廃棄物を安定的に

保管し，護岸内部の廃棄物や保有水等を護岸外部に流出・浸出させない性能

(遮水性能）が求められる．この性能は，廃棄物処分の段階から廃棄物最終

処分場として廃止され土地利用が行われる段階を通じて長期にわたり要求

される．陸上の廃棄物最終処分場では遮水シートを用いた遮水工の漏水検知

技術が実用化されている．しかし，これらの技術は，海面処分場に対して適

用が困難である．廃棄物海面処分の信頼性向上を図るためには，地震動等の

外力作用時も考慮した遮水工健全性評価手法の開発が必要である． 

 

研究の目的と概要 

本研究は，管理型廃棄物埋立護岸遮水工に用いられる遮水シートの変形又

は損傷を検知する技術を模型実験等により開発することを目的とする． 

本研究は，平成 16 年度及び 17 年度に４企業グループと国総研との共同研

究として実施した．開発した技術は，①印加電極からの電流測定による遮水

シートの破損検知技術，②フレネル反射型光ファイバを用いた廃棄物処分場

の漏水位置検知方法と遮水構造，③変光ファイバを利用した遮水シートの健

全性モニタリングシステム，④電気検知方式を用いた袋状二重遮水シートの

健全性評価方法，である．図-1 に開発した技術のイメージを示す． 

 

研究成果 



○それぞれの手法は，適用できる廃棄物埋立護岸のライフサイクルの段階，

計測対象が異なっているが，施設に影響を及ぼす様々な要因に対応した遮

水シートの変形・損傷が検知できる． 

○破損検知技術はいずれも，損傷の大きさが 10mm 程度以下までの破損を計

測することが可能で，計測方法によってはそれ以下の規模の損傷も検知可

能である．損傷・変形位置の検知精度は，種々の条件によって異なるが，

実験では 1m 程度以下の精度で検知が可能であった．  

 

おわりに 

本研究の成果は，海面廃棄物最終処分の信頼性の向上，適切なリスク管理

に活用され，それによって海面廃棄物最終処分場の計画的・安定的な確保，

跡地利用の促進等のアウトカムが期待される． 
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 反射光強度の変化→漏水検知

 

④光 ファイバを用 いた検 知 システムの概 念  
（遮 水 シート変 形 検 知 センサの配 置 イメージ）
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図-1 遮水シート変形・破損検知技術の概要  
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